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［研究ノート］
係船点の理論と石油危機後の
＊ 
不定期船市場
—市場の「構造変化」が教えたもの一一
東海林滋
I はじめに
これは，まったくの「研究ノート」である。というのは，ここで述べよう
とすることは，ほとんどもっぱら私の個人的な関心—回顧・反省・興
味ーーにもとづくものであって，何程の一般的な意味がそこに含まれている
か，はなはだ心もとない性質のものだからである。そのうえ，ここで述べよ
うとすることは，新しいことは少しもなく，ただ私なりに人びとの所説や分
析を整理してみたものにすぎない。核心にある理論は，他の人びとによって
すでに示されているのである。「ミネルヴァのふくろうは，迫りくるたそが
れに飛び立つ」（ヘーゲル『法哲学』序文）というが，私の場合は，むしろ
「ふくろう」の飛んだあとで，ようやく硯実に起こったことの意味を理解し，
それをしも何らかの形でとりまとめておきたいと思うにすぎない。
それでは，ここで取り上げようとする問題とは何か。それは1973年秋の石
油危機以来，とりわけ1979年の第2次石油危機以後に顕著になり，定着した
と見られる不定期船市場（通常の，いわゆる不定期船ないしは乾貨物船のみ
でなく， タンカーの市場を併せてこの語を用いる）の「構造変化」と呼ばれ
る現象について，それが従来われわれが取り扱ってきた海運経済の理論に，
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どのような「ショック」を与えたか。その点を，いささか回顧的に整理して
考えてみたいiと思うのである。
(1) 
I トン・期とトン・マイル
まず，基本的に，海運サービスの生産量の単位の問題からはじめることに
しよう。すなわち，海運サービスの生産量は，鉄道やバスの場合と同様に，
輸送対象の物量的な単位（トンや人）と距離（キロメートルやマイル）とを
掛けて表わされる。海上では，マイルは「ノウティカル・マイル」であり，
日本流にいうと「海里」である。しかし，通常はただ「マイル」と称してお
り，したがって，海運サービスの生産量は「トン・マイル」で測られる。
トン・マイルのうち，「トン」については， その語源的な興味から，それ
がどうして今日一般に用いられるような重さの単位になったか，また，船の
場合には容積の単位としても用いられるが，その由来はどうなのか，といっ
(2) 
た問題が探求され，ほぼ明らかにされている。しかし，一方の「マイル」に
ついては，その「発達史」はまだ十分明らかにはされていない。つまり，そ
の点で， トン・マイルのうち，マイルの方はトンにくらべて出遅れているの
(3,4) 
である。
それはともかくとして，海運経済の理論的な取り扱いのうえでも，これま
でのところ，マイル（距離の要素）は， トン（船舶・貨物の重量・容積）ほ
どには重要な役割を果していなかったといえよう。たとえば，わが国では，
海運サービスの原価計算に際して，海運サービスの生産量の単位としては，
貨物の輸送トン・マイルではなく，むしろ生産設備能力に相当する「稼動延
ベトン」が用いられている。これは，船舶の重量トン数 (D/W)と船舶の
稼動月数とを掛け合わせたものであって，そこでは，貨物のトン数が船舶の
トン数に置きかえられているとともに，距離—~本来は，船舶の航走距離で
はなく，貨物の輸送距離でなければならない一一の代わりに時間が用いられ
(5) 
ているのである。
そこで改めて，海運を含めておよそ交通サービスの生産にかかわる時間と
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距離の関係ーーすなわち，速力（速度）の問題ーーを考えてみることにしよ
ぅ。その場合，「トン・マイル」と関連して浮び上がってくるのが，本節の
表題に掲げた「トン・期」である。それでは， 「トン・期」とは何か。それ
を引き合いに出すことによって，何をいわんとするのであるか。
端的にいって，「トン・期」というのは，倉庫―とりわけ営業倉庫—
における保管サービスの生産量の単位のことである（といっても，あるい
は，これは私の新造語かもしれない）。すなわち，営業倉庫において，月間
の保管サービス生産量は，いわゆる「住友公式」によって，つぎのように与
(6) 
えられる。
(1) Tn＝血＋止1A—止1B2 -・ 2 
ただし，
T:月間保管サービス生産量
n: 月間期数（硯行は月 •3 期制）
K.：前月末からの繰越高（トン）
A:当月中の入庫高（トン）
B:当月中の出庫高（トン）
この式の右辺の各項が示しているものを見ると，それがいずれも期数とト
ン数を掛け合わせた2次元の単位，すなわち「トン・期」によって表現され
ていることが分かる。いいかえると，物理的にとらえた場合の保管サービス
(7) 
の生産量は，「物量X時間」の単位によって測られるのである。
そこで，われわれは，さきに下条哲司教授が示された簡単な図（図1)を
想い出すことができる。すなわち，教授によれば，人あるいは物の場所的な
移転という交通サービスを生産するには，必らずなにがしか時間の経過を必
要とする。クーミナルにおける積荷役や揚荷役，あるいは一時的な保管とい
うような「付帯サーピス」においては，この点はとくに顕著に現われる。こ
のことからして，教授は，交通サービス生産のコストとしては，所要時間の
関数としてのとらえ方，すなわち「時間コスト」 (timecost)の考え方が重
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(8) 
要であることを指摘されたのである。
この図を，さしあたり，今われわれ
の考えているサービス生産量の単位に
関連して眺めると，どういうことがい
えるか。 トン・マイルで測られる交通
サービスは，もっばら図の縦軸に沿っ
てこれを測っているのに対して， ト
ン・期で測られる保管サービスは，も
時間 っばら横軸に沿ってその生産量が測ら
（出所）下条哲司『海上運賃の経済分析』
1979;35ペー ジ，図2.1。
れるのである。後者の場合~いわゆ
る「善管義務」を生産し販売している
図1 交通における距離と時間
??
という見方（従価建ての保管料率は，
ここから出てくる）を別にすればー一
少なくとも物的サービスの生産量としては，ズバリこのままで問題はないで
あろう。
ところが，交通の場合には，そうは
いかない。いま仮に，クンカーのよう
図2 海上、輸送と航海速力
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（注） t1：空船航海， t12：積荷航海
t.1：積地停泊， t22：揚地停泊
な専用船が片荷航海で荷物を運ぶ場合
のことを考え，その1航海のプロセス
を下条教授の図にならって描くと，す
なわち図2のようになる。横軸の t11
とんはそれぞれ空船・積荷の航海日
数を示し， t21とらはそれぞれ積地・
揚地での停船日数を示している。通
常，速力というのは，航海中の速力
(v)のことであるが，実際には1航
海の全所要時間 (t=t叶ゎ； h＝:Etu,
わ＝区t2;)で貨物の輸送距離 (L)を
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割った，いわば観念上の平掏的な速力 (vo)が問題なのである。同じ貨物ト
ン・マイルを輸送するにしても，全所要時間が大きければこの速度は小さ
(9) 
く，したがって，時間コストは大きいのである。
このようにして，交通サービス，したがってまた海運サービスの生産量
は，本来「（貨物） トンx（輸送）マイル」で測られるべきものではあるが，
実際上においては，とりわけ生産者・供給者である海運業者の側では，前述
のように，これを船舶の稼動延ベトン数に置きかえて表現してきたのであ
(10) 
る。しかし，このような距離→時間（および貨物→船舶）への転換が，理論
的な分析のうえでもそれなりの有用性をもち得るためには，航海速力 (v)
や1航海の平均速力 (Vo)が安定した値を保つ（積載率についても同様）こ
とが必要である。節を改めて，この点を再説しよう。
I[ 稼動延ベトンと稼行率および運送原単位
私は，かつて自分の著書のなかで，運送需要量を表わす式として，わが国
(11) 
の官庁筋で用いられるつぎのような 2つの式を示した。
(3) 月間運送需要量＝所要船腹量x豊繋墓x 30 D/W 航海所要日数
(4:) 年間運送需要量＝所要船腹量x猿整量X年間稼動日数
D/W 航海所要日数
およそ運送サービスにおいては，生産量は即供給量であり，かつまた消費
量・需要量でもある。したがって，これらの式において，所要船腹量を供給
もしくは運航船腹量と置きかえれば，上の式はそのまま月間または年間の運
送量を表わす式となる。そのような読み換えは，これを読者の自由に任せる
こととし，上の 2式を記号によって書きかえると，つぎのようになる。
(5) Xm=T•l•~ 
(6) X = T • l ・一s t 
ただし，
Xm:月間運送量（トン）
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x ：年間運送量（トン）
T ：船腹量 (D/W)
l ：積載率（％）
s ：年間稼動日数
t ：航海所要日数
30 S 
ここに，ーは月間航海数であり，ーは年間航海数である。いま後者を Ut t 
とおくと，
(7) X=T • l •u 
s 
ただし， U＝ア
となる。わが国の官庁筋の用語では，（5）式の l•堕を「稼行率」と呼び，t 
s 
(6)式の l・ーまたは(7)式の l・ uを「運送原単位」と呼んでいる。つまり，t 
稼行率とは，ある船の（稼動） 1カ月 lD/Wー 一稼動延ベトン一＿当たり
の（当該航路における）運送量を意味し，また運送原単位とは，ある船の年
間1D/W当たりの（同上）運送量を意味する。したがって，これらの係数
は，航路別の月間運送需要量 Xmや年間運送需要量 X が与えられた場合，
必要な船腹量 Tを求めるためには，至極便利な係数である。実際，第2次
(12) 
大戦中の軍事輸送においては，稼行率の概念がきわめて重要視された。
それはともかくとして，この場合重要なことは，いわゆる稼行率あるいは
運送原単位という概念のなかに，積載率およぴ航海所要日数という，船舶運
航上の効率に関する 2つの重要な要素が含まれている点である（後者には，
さらに年間稼動率ひいては年間不稼動日数という第3の要素も含まれてい
(13) 
る）。もし，これらの要素をすべて一定とすれば，ある航路における運送需
要量 (Xm,X)は，ただ船舶のトン数 (T)のみによって表示することが可
能である。前述のように，海運サービスの生産量を稼動延ベトンで表わす場
合も，これと同じ仮定が含まれていることになる。
すなわち，上の(3)(4)式ひいては(5}~{7)式においては，ある航路，したがっ
て一定の距離が前提されている。あるいは，標準的ないしは平均的な運送距
(14) 
離が仮定されているもの，と解してもよい。そのために，運送需要（供給）
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量は，ただ貨物のトン数という， 1次元のクームで表わされているのである
が，より一般的，あるいはより正確には，それは運送貨物の「トン・マイ
ル」で表示されねばならない。これは，概念的な記号で示せば，（8）式のよう
である。
(8) Q=X• L 
ただし，
Q ：年間の運送サー ビス生産量（トン・マイル）
x：年間の運送量（トン）
L ：貨物の運送距離（マイル）
(8)式に(6)式および(7)式を代入すると，それぞれ (9)式およぴ(10)式が得られ
る。
s 
(9) Q=T • l ·一• L t 
(10) Q=T•l•u•L 
さらに，ここで前述の図2で説明したような， 1航海の「平均速力」 (vo)
を導入すると，
(10 Q=T•l•S•Vo 
ただし， Vo=-L t 
が得られる。そこで，この 3つ式(9)~(10をとくと眺めることが肝要であ
る。
すなわち，仮に(10式において積載率 (l)と1航海の平均速力 (Vo)を一定
とすれば，
(I~ Q'=a•T•s 
1 という形になる。この⑬式において a＝ーとすると， そのときの Q'はす30 
なわち年間の稼動延ベトン数を表わす。いいかえると，稼動延ベトンとは，
積載率およぴ前述のような 1航海の平均速カーーしたがって，航海所要日
数，つまり航海（航走）日数と停泊日数，あるいは年間の航海数ーーを一定
とした場合にのみ，本来の海運サービス生産量に代置させることができる，
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そういう概念なのである。逆に，稼動延ベトンなる概念には，これら運航上
の効率に関する要素が欠けている，といってもよい。
さらに進んで， Q を Tによって代置させることも可能である。すなわ
ち，上の02)式において， S を一定とすれば，
03) Q" = (3• T 
となる。ここに至って，（9）式に含まれていた距離と時間の要素は姿を消
し，ただ年間を通じて存在する平均船腹量 (D/W)が，即年間の海運サー
ビス生産量を示すものとなる。この場合には，船舶の利用効率ー一積載率，
航海所要日数およぴ年間稼動率一~いっさい問題にされない。ただた
だ，船腹ないしは「輸送用機械」としての船舶そのものが重要なのであっ
て，真正の運送サービスー一荷主によって需要され消費されているもの一
(15) 
とは，ますます遠くかけ離れた概念である，といわねばならない。
それでは，これまで，海運市場における運賃形成の理論において，海運サ
ービスの需給曲線を描くとき，人はどのような仕方で，その生産量を処理し
(16) 
てきたか。いわゆる「係船点」の理論とは，個々の船の供給曲線を理論づけ
したものにほかならないが，それはどのような理論的前提に立っていたか。
そして，石油危機によって，現実に不定期船の供給行動が変化したとき，こ
の理論は，どういう衝撃を受けねばならなかったか。こうした点を，順に見
ていくことにしよう。
W 係船点の理論とその前提
一番最初に，「係船点の理論」を明らかにされたのは，小島昌太郎博士で
(17) 
ある。博士の場合，係船点運賃はつぎのような式で示された。
(I4) r= (m-m')+n t' 
ただし，
r :運賃率
m ：管理費（直接船費）
m’ ：係船のばあいの管理費
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n ：運航費
f ：積載貨物量
博士は，この式において t'が小さくなれば，すなわち，われわれのいう
(18) 
積載率 (l)が低くなると，係船点が高くなることを指摘しておられる。し
かし，この係船点運賃の系列をもって市場の供給曲線を説明される場合に
(19) 
は，その生産量の単位を単純に船腹量 (D/W)によって示された。なぜか。
その理由は記されていない。しかし，それには，少なくとも石油危機以前に
おいては，相当の合理性があったといえる。
なぜならば，博士の理論を祖述した一ーとの自負が許されるならばー一私
の説明では，その点つぎのようにいえるからである。
「ところが，不定期船の場合，産出量（操業度）を操作する余地はきわめ
て少ない。せいぜい，多少の危険をおかして甲板積みを多く取る（もちろ
ん，吃水がオーバーしてはならない）とか，航海のスピードを加減すると
か，デスパッチをはずんで回転率の増加をはかるとか，逆に市況の振わぬ
ときは，修繕や荷役をのろのろ『自転車操業』するとか，であろう。そし
て，ごく簡単にいえば，不定期船の営業にとって，生産量の調節とは，フ
ルロードで就航するか，それとも係船するか，この2つに 1つの選択があ
るにすぎない。操業度でいえば， 100彩か0かである。 100彩を超えた部分
について，ある程度の生産量（輸送トン・マイル）拡大の余地があること
は確かであるが，そのためにはもちろん相当の費用がともなうのであっ
(20) 
て，ここでは簡単化のために，二者択ー的な営業モデルで満足しよう。」
著者（私）はこのように述べて，個々の不定期船の供給襲数として，図 3
を示している。つまり，前節⑲式について述べたように，およそ稼動状態に
ある船舶については，積載率 (l) と1航海の平均速力 (Vo)は一定（目いっ
ぱい）とみてさほど不都合はない，というのである。したがって，著者は運
送サービスの生産量は，必らずしも「貨物トン・マイル」でなくても，「（稼
動）月 •D/W」でもよい，とした。さらに，年間の稼動率を高めることが
船舶経営の常態である (sも目いっぱい）とすれば，それは単純にD/Wで
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図3 不定期船の供給曲線
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（注） CC'は平均総費用曲線， Kは損益分岐点，
Lは係船点である。
（出所）拙著『海運論』1971,208ページ，第8.1図。た
だし， L点に向かう破線は旧著にもとづい
て補足した。
(21) 
測られてよいのである。
そこで，図3についてみる
と，この図において，供給曲線
は OP• LC’ である。それは，
たしかに 2次元の平面に描かれ
てほいるが，実質は，ただ縦軸
（運賃率）に沿って係船点Pの
高さを示しているのと同じであ
る（縦軸上で， OPの高さをコ
ストに関連して説明するのが，
「係船点の理論」なのである）。
短形OPLMは，せいぜいマー
シァルのいう “thickstraight 
(22) 
line"にすぎない。 したがっ
て，市場に存在する全不定期船
を横軸 (D/W)に沿って，係船点の低いものから順に並べさえすれば，そ
れが市場の供給曲線になる。いたって簡単である。個々の船については（市
場全休についてはともかく）ものものしく供給「関数」というほどのもので
はない。しかし，それが不定期船運航の実態であり，かつーー他の産業とは
ちがった一ー特色であると，少なくとも私などは考えていたのである。
ところで，私自身が最初にこの種の供給曲線を取り上げたのは， 1960年の
(23) 
ことであるが，それ以前に，下条哲司教授は，やはり図3と同じような供給
(24) 
曲線を示すとともに，そこで「能率トン」の概念を唱導された。その後，私
は『海運経済論』においては，生産量の単位として「（稼動） 1カ月・ 1
(25) 
D/Wのサービス量」すなわち「稼動延ベトン」を用いたが，下条教授の能
率トンにしても稼動延ベトンにしても，それらはともに，チャークー・ペー
スとハィャー・ベースによって採算をとる海運業界の慣行を参考にしたもの
に他ならない。そこに，両者に共通した何か—実社会で船会社にいた経験
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をもつこと一ーがあった，といえるかもしれない。
というのは，その後，山田浩之教授が同じく海運サービスの供給曲線を論
じて，この点に注意を喚起されたにも拘らず，それをあまり重要視しなかっ
たからである。山田教授の注意された点は，生産量の単位として時間（月）
を用いると，「航海速力の増加による生産量の増加がとらえられない」とい
(26) 
う点であった。しかし，私としては，上述のように， 船の速力は，建造時の
設計速力（フルスピード）で走るときに， もっとも経済的なのであって，そ
れ以下で走ることもなく，またそれ以上では長くは走れない，と割り切って
(27) 
いたのである。
もーとも，山田教授以前にも，海運サービスの生産量を「トン・マイル」
で表示して，運賃形成を論じた人がなかったわけではない。しかし，たとえ
(28) (29) 
ばクープマンスにしてしあるいは加地照義教授にしても， トン・マイル
は，市場全体としての需給分析において用いられているのであって，個々の
船舶について，運賃および燃料価格の襲数として—船の速力ひいては一―-
トン・マイル生産量の変化を考える，という視点は含まれていない。同じこ
(30) 
とが，スターミーについてもいえる。
そもそも，上述のような係船点の理論を，個別企業における費用・供給関
数の一般理論から見直すという作業は，戦後になって試みられたところであ
(31) 
る。しかし，そこでの理論的前提は，以上に述べたようなものであった。問
題を，生産量の単位という観点からいえば，そこでは仮に貨物トン・マイル
が用いられることがあっても，貨物トンは即船腹量におきかえられ，他方マ
イル（距離）したがって速力自体は，供給量の決定上大した役割を果たして
いなかったのである。くり返していえば，不定期船サービスの供給調節は，
ほとんどもっばら「就航か，そうでなければ係船か」—-Yes か Noか―
の二者択ー的な企業行動による，というのが従来の理論的モデルの大勢であ
った。
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V 不定期船市場の「構造変化」
ワーゲランは， ノルマンとの共同執筆の論文において，いう一一
「1973~74年の石油価格の上昇以前においてては，船舶は運賃市場の状況
いかんにかかわらず，フルスピードで航海することが，多かれ少なかれ当
然のこととされていた。ところが， 1973年以後においては，低い運賃率と
相対的に割高な燃料価格とが結ぴついて，そのために，人は海運市場を分
表1 原油価格と燃料価格の推移
原油輸入価格 (cif) 燃料価格（内地）
年
ドルバ／ー レル！ ドル／トン 1 同指数 ドル／トン l同指数
1971 2.18 15.9 100.0 17.6 100.0 
72 2.51 18.4 115.7 16.2 92.0 
73 3.29 24.1 151.6 20.3 115.3 
74 10.79 78.9 496.2 64.2 364.8 
75 11.86 86.7 545.3 63.5 360.8 
76 12.58 92.0 578.6 72.2 410.2 
77 13.48 98.6 620.1 82.2 467.0 
78 13.77 100.7 633.3 82.2 467.0 
79 18.93 138.5 871.1 130.5 741.5 
80 32.97 241.1 1,516.4 187.5 1,065.3 
81 37.29 272.7 1,715.1 213.5 1,213.1 
82 34.66 253.5 1,594.3 193.7 1,100.6 
83 30.77 225.1 1,415.7 I 185.6 1,054.5 
I 
（注） 1．いずれも年間平均値である。
2. トンはメトリック・トンである。
1 3. ドJレ／トン＝ドル／バーレルX6.29X0.86（平均比重）
4.原油輸入価格の最高月間値は， 1981年4月の38.50ドル／バー レルであり，
同じく燃料価格の最高値は，同年5月の220.64ドル／トンであった。
（出所）石油連盟「石油資料月報」および日本船主協会調べ。
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析するのに，もはやこれまでのように，船の速力を一定とみなすことはで
きないことが，十分明らかになったのである。事実， 1975~78年の不況時
を通じて， ドライ・バルク市場にあっては，減速航海のゆえに，最少量の
係船によって市場の均衡が保たれたし，また， タンカー市場においても，
同様に減速航悔によって，係船量は事前に予想されたよりも低い水準にと
(32) 
どまった。」
表2 乾貨物船とタンカーの運賃指数
乾貨物船 ク ン 力
年
運賃指数同指数 運賃指数1同指数 I
1971 81.2 100.0 107.2 100.0 
72 74.5 91.7 83.7 78.1 
73 161.5 198.9 233.5 217.8 
ULCC 同指数 中 型VLCC 
74 217.9 268.3 59.6 100.0 86.1 
75 142.0 174.9 21.7 36.4 42.9 
76 134.2 165.3 28.8 48.3 50.9 
77 132.8 163.5 24.7 41.4 47.4 
78 139.9 172.3 29.1 48.8 107.9 
79 179.3 220.8 47.5 79.7 117.9 
80 213.3 262.7 37.0 62.1 84.9 
81 195.5 240.8 28.0 47.0 55.8 
82 158.9 195.7 26.3 44.1 49.4 
83 170.3 209.7 28.8 48.3 53.1 
I 
同指数
100.0 
49.8 
59.1 
55.1 
125.3 
136.9 
98.6 
64.8 
57.4 
61.7 
（注） 1. ・ノルウェージャン・シッピング・ニューズ社発表による。
I 
大比型率・（％中型） 
69.2 
50.6 
56.6 
52.1 
27.0 
40.3 
43.6 
50.2 
53.2 
54.2 
2. 乾貨物船の運賃指数は， 1965.7~66.6=100;タンカーの運賃指数はワー
ルド・スケール・レート。後者は，バンカー・プライスとボート・チャージ
の上昇（下落）に合わせて基準値が年々改正されているので，指数値はそれ
だけ名目的な実勢よりも低目（高目）に出る。
3. 船型区分の ULCC& VLCC = 15万D/W以上，中型＝6~15万D/W。
（出所）日本船主協会「海運統計要覧」。
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係船点の理論と石油危機後の不定期船市場（東海林） (201)103 
私が，この「研究ノート」を通じていわんとすることも，まさにこの一文
に要約されているといってよい。もちろん，石油危機後における海運市場，
とくに不定期船市場の全面的な分析がここでの仕事ではない。ただ，読者の
理解を助けるために，いわゆる「構造変化」 (structuralchange)の概容を
つかんでおこう。
まず，燃料価格 (bunkerprice)そのものについてみると，その上昇状況
は表1のようである。これに対して，乾貨物船およびクンカーの運賃指数
は，表2のようである。いうまでもなく，これらの運賃（指数）は自由市場
のそれであって，そこ（スポット・マーケット）での運賃形成は，完全競争
市場における価格形成と同様に，需要と供給のバランスによって決定され
(33) 
る、。個々の企業（船社）は，こうした自由市場の運賃率を所与として，生産
（船舶の運航）を立案する。そして，それの集合された結果が，再び市場に
おける供給関数を形成するのである。そのような市場メカニズムの全休像
を，近年のバルク・キャリアの市場について総括的に表示したのが，表3で
ある。
表3に見られるとおり，オイル・ショック以後において，運送需要量は低
迷し，他方船腹供給量は休みなく増大した。その結果， もし，すべての船舶
が1973年と同じ効率を発揮して運航すれば，たとえば1979年においては35.8
百万D/Wの余剰が生ずるはずである。にもかかわらず，現実には係船量は
2.8百万 D/W（全船腹の1.9%）にとどまり， 他方運賃率は一一燃料その他
物価水準の上昇があったとはいえー一1973年にくらべて， 111という高さを
示した。なぜか。その原因は，ほかでもない，係船以外の方法による余剰船
腹の吸収にあった。その代表的なものが，減速航海 (slowsteaming)とパ
ート・カーゴ ("partloading"または ‘‘partladen’'ともいう）と，そして
意図的な滞船を含む停泊期間の延長とである。いわゆる「市場の構造変化」
とは，このことを指すものにほかならない。
同様の現象は，タンカー市場についても見られる。たとえば， 1982年夏頃
のタンカー事情について， J.I.ヤコプ社の報ずるところを表にすると，す
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表4 クンカーの余剰船腹とその吸収形態
1 船腹量 i構成比
万D/W ％ 
余 剰 船 腹1 16,540 100.0 
うち
減速航海 5,510 33.3 
パート・カーゴ 3,065 18.5 
港内待機 2,965 17.9 
貯 蔵 用2 366 2.2 
係 船 4,634 28.0 
（注） 1. 1982年々央の全タンカー船腹32,524万D
/Wに比べると，その50.9％に当たる。
2. 別の文中には，年央に58隻1,270万D/W
とある。実際，当時日本だけでも石油備蓄
用に当てられていたタンカーは35隻858万
D/Wあった。
（出所）海事産業研究所「外国海事情報」第554号，
1982.10.15, 12~13ページ。原資料はJ.I. 
なわち表4のようである。こ
こでも，減速航海による輸送
擾の減少は，供給調節のうえ
で係船を上回る効果を発揮し
ているのである。いま 1つ，
パート・カーゴについては，
つぎの点が留意されねばなら
ない。すなわち，減速航海は
自由市場のみでなく，すべて
の船腹について実施されるの
に対して，パート・カーゴの
実施は（とくにバルク・キャ
リアの場合），自由市場のみ
の現象である。したがって，
ヤコプ社調べ； MarineMarchande, 1982. 全バルカーもしくは全タンカ
9.16. 
―市場に占める自由市場の割
合が小さければ小さいだけ，その市況に与える効果は大きいのである（係船
(34) 
についても，この点は同じことがいえる）。
いうまでもなく，オイル・ショック以前においても，海運不況時に際し
て，船主は運賃が係船点を割ってもなお運航を継続する例が見られた。その
際，停泊を長くしたり，修繕期間を延長することを，かつて榎本喜三郎氏は
(35) 
「偽装係船」と呼ばれた。いま，この言葉を，減速航海やパート・カーゴを
も含むものとして用いるならば，石油危機以後の不定期船市場では，「偽装
係船」が一般化し恒常化したともいえよう。パート・カーゴも減速航海も，
あるいは長期の停泊，不稼動日数の延長も，すべては一一係船のように100
形にまでは至らない一ー操業度の低下であり，効率的には非効率的な運航方
法である。その意味では，「非効率運航」の一般化したことが，石油危機後
の不定期船市場の「構造変化」の基本的要因である，といえる。
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このようにして，係船のみが唯一の供給調節手段であり，不定期船の運航
は，「100%の操業度による運航か，そうでなければ係船か」の二者択一行動
があるのみ， とした係船点理論の前提は一いささか気取っていえば一一
オイル・ショックとともに音を立てて崩攘したのである。前々節の(9)式に即
していえば，もはやわれわれは， l,s, tを一定として海運サービスの供給
(36) 
を考えることは許されないのである。
しかし，たとえば「非効率運航」といっても，それはあくまで客観的ない
しは物理的にそういえるのであって，船舶を運航する船主経済の側からすれ
ば，係船と同様に，それぞれ経済的合理性にもとづいて，こうした行動が選
択されているものと，考えねばならない。そこで問題は，このような「構造
変化」をもたらした要因を，船主経済の側から理論的に説明し，ひいてはそ
れが不定期船市場の運賃形成に際して，どのように従来とは遣った影響を及
ぽしているか，その点を究明することである。
(37) 
実はこの問題も，はじめに述べたように，すでに—吉田茂助教授やワー
ゲランなどによって一解答が（ほぼ完全に）与えられているのであるが，
ここでは，後者の理論の紹介をかねて，その考え方をまとめてみたいと思
う。
VI 減速航海の経済理論
上述の「非効率運航」要因のうち，分析の比較的容易なのは，減速航海で
ある。というのは，一定時間における燃料消費量は大体において速力の3乗
に比例するところから，減速率と運送コストとのあいだの関数関係が容易に
つかめるからである。すでに，第2次石油ショック以前に，神戸商船大学の
(38) 
三木楯彦助教授は， 1976年の論文でつぎの点を明らかにした。
すなわち，燃料価格の大幅な上昇の結果，船舶はむしろ減速航海を実施
し，操業度を引き下げる方が，かえって係船点運賃および平均総費用を低く
することができる。たとえば，日本／ペルシャ湾の原油輸送に従事する23万
D/W,速力17ノットのクンカーを例にとり， 減速率と係船点運賃およぴ
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（貨物トン当たり）平均総費用との関係をグラフにすると，すなわち図4
(A)および(B)のようである。バンカー価格が高いほど，係船点運賃も平均
総費用も上昇するが，同時に，それらの最低点は，バンカー価格が高いほ
ど，減速率の高い方向に移動することが，この図から読みとれるのである。
この場合， q=25ドル／トン，すなわち第1次石油ショック以前の燃料価格
に見合った，係船点運賃およぴ平均総費用の最低点は，さきにわれわれが係
船点の理論を説明するときに用いた図3でいえば， それぞれその Lおよぴ
k点に該当する。つまり，図4では，横軸の目盛が図3と逆方向になって
いるにすぎない。そこで，図4の(A)(B)を1つにし，それを運賃率を軸に
図5 燃料価格の上昇と減速に伴う供給曲線の変化
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して右から左へひっくり返してみよ。そのうえで，各燃料価格について， 2 
つの曲線の最低点を結べば，すなわ・ち図5のようなものが得られるであろ
う。およそ，平均総費用と平均可変費（この場合は係船点運賃率）の最低点
を結ぶ曲線は，すなわち限界費用曲線であり，図3のような形で供給曲線を
構成するから，図5に描かれているものは，それぞれの燃料価格に対応した
本船の供給曲線にほかならない。
いかにも視覚に訴えた，きわめて直観的な説明の仕方であるが，ともかく
このようにして，われわれは三木助教授の分析結果を利用することによって，
つぎのような重大な事実を発見するのである。すなわち，第1に，燃料価格
の上昇によって，減速航海が有利になり，その結果，不定期船の供給曲線
(39) 
は，単に上方に転移するのみでなく，従来とは遮って，運賃率に対してある
程度弾力性をもつようになった。第2に，このことは，通常の企業における
ものと非常によく似た形の供給曲線を，不定期船も描くようになったことを
意味する。と同時に，第3点として，不定期船サービスの産出量は，やはり
交通サービスの一般論•原則論にしたがって，貨物トン・マイルで表示され
ねばならない。貨物トン数や船腹量 (D/W)だけでは，どうしても速力の
変化，とりわけー~一時的に高速で走るというのではなく，全航海を通じて
実施される一一減速航海による費用・供給量の変化を表示することはできな
いからである。海運理論上，石油危機と「トン・マイル」との結ぴつきが，
ここにある。
その後，前述のように吉田茂助教授は，減速航海（およぴ partladen)に
ついて，いっそう精緑な分析を示されたが，いまその所説を追うのではなく，
依然直観的ではあるが，そもそも図5における供給曲線（限界費用曲線）は，
これを海運企業の側における行動基準に置きかえていえば，それはどういう
ことを意味するのであろうか。この点について，海産研の前記報告書は，っ
ぎのように説明している。
「通常の市況を前提とする限り，経済速力はバンカー価格の変動（高騰）
によって変化（低下）する。そして，その実施（減速）の条件は，それに
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よるバンカーコストの節約が稼動率〔年間航海数）の低下による運賃 C収
入）の減少を上回るか，もしくは，ー航海当たりのバンカー節約効果が運
航費 (Operatingcost)と資本費 (Capitalcost)の増加を上回る場合で
(40) 
ある。」
同じことを，ワーゲランは（反対の側から）つぎのように説明した。
「船舶の速力を決定するに当たって，船主は，速力を増加させることによ
って取得できる追加収入 (extraincome)と，他方それに伴う追加費用
(additional cost)とを比較するであろう。この場合の追加収入とは，速
力を増加させることによって，船主が輸送しうる年間の追加輸送貨物量に
運賃率を掛けたものである。他方，追加費用とは，速力を増加させるため
に必要とされる燃料消費量の増加分に，燃料価格を掛けたものである。船
舶の最適速力は，これら 2つの相等しくなるところで決まる。どのような
速力に対しても，追加収入が追加費用を上回るのであれば，その場合は，
フルスピードがすなわち最適速力である。
この事情は，最適速力はもっばら運賃率の燃料価格に対する比率に依存
することを示している。したがって，もし燃料価格と運賃率とがどちらも
1彩上昇するならば，その場合最適速力は不変である。たとえば，あるタ
ンカーが，燃料価格が100ドルで運賃がWS40のとき， 14ノットで走るの
が経済的であるとすれば，その船は，燃料価格200ドルで運賃がWS80,
あるいは燃料価格400ドルでも運賃さえWS160になるなら，やはり14ノッ
(41) 
トが最適なのである／」
ワーゲランは，このように述べて，最適速力なるものが，ひっきょうする
に運賃率と燃料価格との相対的な水準に依存することを強調した。さらに，
同じ論文の付録において，この関係をつぎのように数式で説明している。
すなわち， トン・マイル当たりの運賃を r，速力を 1ノット増加させるこ
とによって得られる年間のマイル数の増加を a,燃料価格を q，速力を 1ノ
ット増加させるに必要な燃料消費量の増加を fとする。 r,a, qは速力と
は無関係であるが， fは速力 (K)に依存する。そこで， f=f(K)と書く
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ことができる。そうすると，
(15.1) ra>qf(K) であれば，速力を増加させるのが経済的
(15.2) ra=qf(K) このときの速力が最適速力
(15.3) ra>qf(Kmar)であれば， フルスピードが最適速力
(42) いずれにせよ，最適速力は（~)にのみ依存する。q 
これを私なりにふえんすれば，要するに船主としては，減速航海に伴う限
界費用と限界収入とがひとしくなるように，速力を調節し決定するというの
である。もとより，これは，前節のおわりでも述べたように，あくまでも，
船主の行動を合理的なものとしたうえでの推論にすぎない。その点，係船点
の理論と同じである。実際，これと同じ考え方を係船の実施に当てはめるな
らば，前掲の図 3に即して，つぎのようにいうことができよう。すなわち，
短形 OPLMの面積によって示されるものは，一方では係船によって失われ
る運賃収入，すなわち係船に伴う限界費用（機会費用）であると同時に，他
方では，係船によって現実に支出の必要がなくなる分，すなわち限界収入に
(43) 
ほかならない。
このようにして，われわれは，係船にしろ減速にしろ，およそ自由市場に
おける不定期船の行動を，限界費用＝限界収入という企業行動における一般
的な利澗極大化原理の現われとして，とらえることができる。このことを改
めて確認させてくれたものが，石油危機であり，図5の供給曲線である。言
葉をかえていえば，この発見は，上記の「発見」の第2点を裏打ちするもの
であり，同じくその第3点と同様に，これまた一般理論の「勝利」といって
もよさそうに思われる。
さて，われわれが，図5の曲線をもって，減速航海を含む一般的な不定期
船の供給曲線であるという場合，それは，いうまでもなく，同図における横
軸の単位（速力）が簡単に一一停泊日数 (t2)の存在を無視すれば， まった
くストレートに一一＿海運サービスの生産物である「貨物トン・マイル」に引
(44) 
き移されることを知っているからである ((9),(ll)式）。 そこで， 特定の航路
についてではあるが，ズバリ生産量をトン・マイルで表示して，運賃率に対
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する速力の関係を，まさしく供給関数そのものとして表現した研究がある。
ノルマンとワーゲランによる「ノルタンク」 (Nortank)がそれであって，
つぎにそれを紹介してみよう。
VH 「ノルタンク」の供給関数
「ノルタンク」は，副題にもあるように，大型クンカー(20万D/W以上）
の運賃市場のシミュレーション・モデルで，中期 (4~5年先）の年間ベー
(45) 
スの運賃見通しを目的としている。モデルの枠組みは，比較的簡単なもの
で，とくに需要についてはしかりである。これは， 1つには，石油の輸送需
(46) 
要一ーとくに大型クンカーの対象となるペルシャ湾岸諸国からの輸送需要一
は，政治的要因による変動幅が大きく，そのためにあまり精しいモデルを作
っても，実際に役に立たないことが多いからである。また， アラプ原油の
cif価格に占める運送コストの割合は，今日では 2~3％と低いので，運賃
(47) 
率に対する輸送需要の弾力性はごく小さい。
そこで，問題は供給サイドである。ここでは上述のように，燃料価格の高
騰によって減速航海が実施されるようになり，しかもその実施され方が，運
賃率に対してかなり弾力的であり，センシブルである。したがって，当然の
ことに，供給関数の作成に際してはこの点が考慮されねばならない。ノルタ
ンクが力点をおいているのも，この点であり，またそれゆえにこそわれわれ
もこのモデルに注目することにしたのである。そこで，以下ノルクンクにお
ける供給関数を見ていくことにする。
すなわち，まず個々の船型 (i)のクンカーの供給関数は，つぎのような
式で示される。
(16) S;=F必 Li況(12-UOMj
ただし，
s:年間供給量（トン・マイル）
F:重量トン数 (D/W)
E ：稼動係数
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L ：積載率
Y:月間航海数
u:年間オフハイヤ一月数
M：平均輸送距離（マイル）
稼動係数 (fractiontrading)というのは，現存する船腹量のうち，係船
中のものを除いた稼動中の船腹量の占める割合である。この場合，各船のコ
(48) 
スト要素は，船型別にすべて均ーとみなされているから， i船型についてい
えば，運賃率が係船点を上回れば E;=l, 下回れば E/=0である。なお，
(16)式のうち， L,U, M は，すべての船型について同一としている（具体的
には， M はラスタヌラ／ロッテルダム〔アフリカ回り〕で，11,169マイルを
とっている）。したがって，市場の供給関数は，つぎのような(17)式で与えら
れる。
(17) S=L(12-U)M四F;Eぷ
さらに，月間航海数 (Yりはつぎの(18)式で与えられる。
(18) Y;= 30.5 
w+ 2M 24si 
ただし，
w: 1航海の在港および荷待ち（滞港）日数（これも所与とする）
Sj ：各船型の航海速力（ノット）
ここで，問題となるのが S;である。 Siは上述のような意味での最適速力
であるから，それは運賃率の関数である。ふが決まれば，況が決まる。そ
うすると，（1り式のうち， Fiは短期的には所与であるから，残るところ，問
題なのは且とふとである。つまり，船型別コストによって係船点が決ま
れば瓦は決まるし，運賃率と燃料価格の比率によってふが決まれば，船
型別の供給量 (Sりひいては市場の供給量（S=~Si) も決まることになる。
このようにして， ノルタンクの供給関数において特徴的なことは，まず第
1に，われわれがさきに(9)~(11)式で観念的に表現した海運サービスの生産量
（供給量）が，いかにもコンピューターの時代にふさわしく，しかもより完
全・適切な形で表現されている。第2に，いわゆる「非効率運航」要因のう
係船点の理論と石油危機後の不定期船市場（東海林） （211)118 
ち，減速航海のみを取り上げて，他のパート'.カーゴ (Lに関する）や長期
停泊 (Wに関する）あるいはオフハイヤー期間の延長 (Uに関する）は，
すべてこれを所与（外生変数）として取り扱っている。
いうまでもなく，これらはすべて運賃率に関係がある。すなわち，運賃率
の低いときは，パート・カーゴにしても，長期停泊あるいは（修繕期間の引
(49) 
き延ばしや間隔の短縮等による）オフハイヤーの延長にしても，それによっ
て失われる収入，すなわち「機会費用」は少ない。それゆえにこそ，船主は
あえてこうした行動を選択する，と考えられるからである。しかし，これら
の要因と運賃率との関係は単純ではなく，それを計量的に関数の形で示すこ
とは難しい。ノルクンクでは，そのために，これらの要因を外生変数とし，
(50) 
適宜の数値を与えることにしている。
さてそこで，問題の係船点と最適速力であるが，この場合，係船点そのも
のも，今日では，一定期間当たりの利潤を極大にするという意味での最適速
カの採用を前提としている。そのことは，さきに見たように，すでに三木助
教授の論文によって教えられたところである。他方， ノルタンクでは，この
場合の利潤の尺度として， “Time-Charter Equivalent"を採用している。
これは，わが国でいう「チャークー・ベース」にほかならない。そこで，こ
のあとは，運賃率，積載率，港費，燃料価格，在港日数，輸送距離および在
港中・航海中の1日当たり燃料消費量の関数として，チャークー・ペースお
よびそれを最大にする最適速力が数式によって求められる。ここでは，そう
した途中の説明を抜きにして，このモデルによる具体的な計算の結果を見て
みることにしよう。
まず，対象となる大型クンカーの船型別構成についてであるが， ノルクン
クの採用している船型区分は，これを表にすると表5のようである。すなわ
ち，上式における船型表示の iは，具体的には， 25万D/Wのクービン・ク
ンカー ， 28D/Wのディーゼル・クンカー， 28万D/Wのクービン・タンカー
および40.5万D/Wのクービン・クンカー，この4つに簡略化されることに
なる。そして，それぞれの大型クンカー市場におけるシェアは，同表に示さ
114(212) 
機 種
クー ビン
ディーゼル
タービン
ク ービン
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表5 大型タンカーの船型区分
I 船型区分 1 1981年硯在のシェア （彩）
200~250 31.7 
200~300 7.9 
250~300 39.5 
300~500 I 21.8 
（出所） Nortank, p. 15. 
（千D/W)
1 計代 算表 上船 型の
250 
280 
280 
405 
（備考） J. I.ヤコプ社統計によると， 1980年末 1万D/W以上のクンカーは合計
3,197隻311,2町千D/Wであり，このうち，20万D/W以上のクンカーは658.
隻174,915千D/W(56.2彩）である。日本船主協会「海運統計要覧」 1983,
28ページ，第I-17表による。
れているとおりである。
そこで，いよいよこれらの代表船型それぞれについて，つぎの計算が行わ
れる。すなわち，燃料価格，停泊日数，積載率およぴ1航海の港費を所与と
した場合，運賃率の変動に伴う最適速力はどうなるか。そして，この最適速
力をもって航海した場合』こ，各船型のクンカーが得る—最大の一チャー
クー・ベースはどのくらいであるか，である。表6は，このような計算の結
果を，船型別に運賃率と最大チ，，ークー・ベースとの関係として表示したも
のである。
この表によって見るところでは，ディーゼル船がクービン船よりも，とく
に低運賃したがって低速において有利である（資本費は，ディーゼル船の方
が高い）。しかし，他方，ディーゼル船はその機関の特性からして，減速し・
得る範囲が小さい。クービン船の場合，運賃率に対する最適速力の弾性値は
(51) 
大休1.2であるのに対して，ディーゼル船ではそれが0.5しかないのである。
そこで，このような計算結果を，表6とは別の形で，すなわち，運賃率に
対する月間 D/W当たりの輸送量ーーわが国でいう，前述の「稼行率」ー一
の変化という形でグラフにしたものが図6である。われわれは，この図にお
いて，まさしく具体的に計量化された，大型クンカーの代表的船型における
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「供給曲線」を確認することができる。これこそ， 図 3のようなものとは
一形状（弾力性）においても，生産量の単位（稼行率は，前述のように；
一定の航路を前提としており，したがって距離と速度の要素がそれに含まれ
ている）においても—まったく異なる供給曲線である。そして，この遮い
こそ，われわれが述べてきたように，石油ショックによる不定期船市場の
「構造変化」，なかでもその代表としての減速航海の実施がもたらした，決定
表6 大型タンカーのチャーター・ペース（月 •D/W当たりドル）
運 賃 率 25万D/W 28万D/W 28万D/W 40.5万D/W
ws I ドル／トン （ター ビン） （ディー ゼル） （ター ビン） （クー ビン）
5 1.37 △0.95 △0.56 △1.22 △0.99 
10 2.73 △0.61 △0.19 △0.85 △0.62 
15 4.10 △0.27 0.17 △0.49 △0.25 
(0.40) 
20 5.47 0.06 0.54 △0.12 0.11 
(0.25) 
25 6.83 0.40 0.91 0.25 0.48 
(0.45) (0.40) 
30 8.20 0.73 1.27 0.61 0.85 
35 9.57 1.07 1.64 0.98 1.22 
40 10.93 1.43 2.07 1.35 1.64 
45 12.30 1.85 2.42 1.73 2.12 
50 13.66 2.31 2.84 2.16 2.66 
55 15.03 2.82 3.28 2.63 3.20 
60 16.40 3.34 3.75 3.15 3.74 
（注） 1． 燃料価格(Q)=200ドル／トン，停泊日数(W)=15日，積載率(L)=0.95,港
費(H)は1981年実績， WS(W orldscale)100 = 27. 33ドル／トン（ラスタヌラ
／ロッテルダム； 1981.1.1~6.30)
2. ( ）内は，各船型の係船点チャーター・ベース。ただし， Nortank,p.17 
の記述によって挿入。
3. イタリックは，各船型の最適速力がほぽ最高 (16ノット）になると見られる
点。ただし， Nortank,p. 19, Fig. 2（本稿の図6)の読み取りによる。
（出所） Nortank, p. 18, Table 3. 
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図6 大型クンカーの個別供給曲線
0.2 0.4 
25万D/W:クーピン
0.2 0.4 
28万D/W:クービン
0.6 X 
0.6 X 
ws 
60 
40 
20 
ws 
60 
40 
20 
0.2 0.4 0.6 X 
28万D/w：ディーゼル
0.2 0.4 0.6 X 
40.5万D/W:クービン
（注） ws:ワールド・スケール・レート； ws100=27.33ドル／トン
工 ：ラスタヌラ／ロッテルダム間， 1カ月lD/W当たり原油輸送量（トン）
（条件）燃料価格＝200ドル／トン，停泊日数＝15日，積載率＝0.95
（出所） Nortank,p.19, Fig.2. 
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的な変化であるといわねばならない。
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それでは，この図6について， ノルクンクの執筆者自身は，どのような特
徴を指摘しているであろうか。改めて，その点を見てみると，つぎのようで
ある。すなわち，第1にいえることは，クービン船にくらべて，ディーゼル
船は係船点が低く，かつ（係船点を上回る部分で）供給の弾力性が小さい。
このことは，いうまでもなく，上述のような機関および燃料経済の特性を反
映したものである。第2に，大型クンカーのなかでも，さらに大型になるほ
ど，係船点は低い。 これは， D/W当たりの直接船費の運航時と係船時との
差（および運航費〕が，大型船ほど低いからである。
そして，第3に，これはすべての船型についていえることであるが，係船
点を上回る運賃水準において，しばら<-のあいだは最低速力で航海すること
が，もっとも有利である（反対に，どの船型も，係船点に至るまでに減速の
技術的な限界に突き当たる〕。すなわち，大型クンカーの供給曲線は，係船
点を越えたばかりの運賃水準では，完全に非弾力的である。そして，そこか
らあとは（減速の綬和に応じて〕かなり弾力的になり，最後に，運賃率がず
(52) 
っと高くなると（速力の最高限度に達して〕再び完全に非弾力的になる。こ
れをふえんしていえば，現代の大型クンカーの個々の供給曲線は，係船点
（一般企業における営業閉鎖点）より上の部分において，特徴的な3つの部分
完全に非弾力的，弾力的，そして再ぴ完全に非弾力的な 3つの部分―
をもって構成されている，といえる。
いうまでもなく，この場合，われわれにとって重要なのは，この第3の特
徴である。それのもっている意義は，これもすでに述べたとおりである。実
際，私がノルクンクを引用して一一ひいては， この「研究ノート」におい
て—―—語るぺきはなしの山場は，こうしてのりこえたことになる。残るとこ
ろは，およそつぎの3点に要約されょう。第1は，上述のような特性をもっ
た個別船型の供給曲線を集計して得られる，市場の供給曲線はどのような形
（弾力性特性）を示すであろうか。第2は，減速航海以外の「非効率要因」
を考慮したばあい，同じく市場の供給曲線はどういう形をとるであろうか。
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そして，第3に，以上を総合して得られる市場の供給曲線は，オイル・ショ
ック以前のそれと比較して，市場運賃の形成上どのような相遮をもたらした
といえるであろうか，である。
そこで，第1の問題であるが，この点は，個別船型の供給曲線をそれぞれ
のシェアに応じて集計すれば，市場全体としての供給曲線が得られるのであ
るから，われわれとしては図6から容易にその形状を想像することができ
る。ただ，ノルクンク自身は，なぜかこの点に答える供給曲線を示してはい
ws 
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10 
゜
図7 大型タンカーの市場供給曲線（燃料価格の下落する場合）
2 4 6 8 
兆トン・マイル
（注） 大型クンカー は合計165百万D/W,平均輸送距離は7,000マイル弱である。
（出所） Wergeland,T., "Tanker Market Responses to Changiqg Oil Prices", 
Norwegian Shippi喝 News,Vol.39, No. 7, 1983.6.3, p.48, Fig,2, 
（備考）積載率，停泊日数およびオフハイヤーの日数を (1983年の）硯状
どおりとしても， フルスピードで走れば， 年間の供給能力は8兆
トン・マイルに近い。これに対して， 現実の総需要量は，わずか
に約3兆トン・マイルにすぎない。 Wergeland;"ibid.", p.48. 
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ない。ところが，著書の1人であるワーゲランが，昨年発表した論文のなか
で，この点に見合った市場の供給曲線を示している。図7がそれである。
(53) 
この論文は，表題にもあるように，原油価格ひいては燃料価格がごく最近
(54) 
頭打ちから若干下降傾向にあることを念頭において，そうした，これまでと
は逆の変化が大型クンカーの需給にどのような影響を及ぽすか，を論じかつ
予測したものである。それは，全体として興味ぶかいものであるが，ここで
は，われわれの関心する供給曲線の形状とその変化ー一われわれの論議は，
彼の論文とは逆に，なお燃料価格の上昇にともなう変化を考えているのであ
るが一一のみを取り上げることにする。
すなわち，図7は， ノルクンク・モデルにもとづいて計算されたもので，
供給曲線のうち，水平の部分が各船型の係船点を示している。したがって，
たとえば，燃料価格165ドル／トンの曲線に・ついていえば， WS20以下のとこ
ろでは，供給曲線は大いに弾力的である。つぎに， WS20~25のところで
は，すぺての船型が稼動し就航はするが，しかし曲線は非弾力的であって，
これは前述のように，機関の特性によって最低速力が守られねばならないこ
とを反映している。さらに，運賃がWS25をこえ， WSで約45くらいになる
までの範囲では，前述のように，運賃率に対して敏感に反応する形で減速航
海が実施され，その結果，供給曲線はこの部分では一ー一般の産業と同様
に一一弾力的である。
そして，最後に，運賃がWS45をこえると，すべての船舶は一ーかつて石
油危機以前にそうであったのと同様に一全速力で航海する。供給曲線は，
完全に非弾力的となる。つまり，個別船型の供給曲線について見られた特性
が，市場ベースで集計的に表硯されることになるのである。上述のように，
こうしたことは理論的に当然予想されることではあるが，ここに，こうした
具体的な形状をたしかめ得たことは，やはり 1つの収穫というべきであろ
う。
そればかりではなく，図7においては，この論文の本旨からして，燃料価
格が変化（低下）した場合に，市場の供給曲線がどのように転移・変形する
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かが示されている。すなわち， ワーゲランが指摘しているように，この場合
には，供給量は運賃率に対する感応度 (responsiveness)を次第に失ない，
供給曲線の弾力的な部分は少なくなる。それは，まさしく石油危機以後にた
どった方向と逆の経路にほかならない。われわれは，たとえば図5を再び取
り出すことによって，図7においても，燃料価格50ドル／トンの曲線の下方
に，もう 1つの極端な形の供給曲線を容易に描き入れることができる。それ
は，係船点の系列によるゆるやかな（弾力性の大きい）コスト・ラダーと，
もう1つは約8兆トン・マイルの供給量で垂直に上昇する（完全に非弾力的
な）直線と，その2つの部分からなる供給曲線であって，それこそ石油ショ
(55) 
ック以前の一「係船点の理論」にもとづく――市場の供給曲線であった。
それでは，このような変化が，市況ないしは運賃率の形成に対してどのよ
うな影善をもつか。ワーゲランは，この点について，「石油価格が低下した
場合，それがクンカーの供給に及ぽす主たる影響は，減速航海の有利性を減
(56) 
殺することにある」と述べているが，それはどういう意味なのか。この問題
は，しかし，前記設問の第3点に照応する。ここでは，その議論を後まわし
にして，先に第2の設問について見ることにしよう。
VlI パート・カーゴその他の影響
いわゆる「非効率運航」要因のうち，パート・カーゴについては，前述の
ように，わが国の吉田茂助教授の手によって，その理論的モデル化が行われ
ている。しかし，そもそも，パート・カーゴとは，どのような市場環境のも
とで発生した現象なのか。この点について，海産研の前記報告書によれば，
それはつぎのように説明されている。
「partladenの出現は，大型船の出現につれて 70年代の自由市場の船型
も多様化し，船型別の部分市場が成立するようになったことが，その基本
的背景である。すなわち，小型船市場の需給バランスがタイトであり，そ
のため相対的運賃において有利である場合に，大型船がコスト上の有利さ
にもとづいて，より小型船の市場へ参入するという形で行われるもので，
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一般的市況水準が高くても行われる。」
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そこで，このようなパート・カーゴの硯象を，運賃率に対する供給関数の
形で表硯するのには， どのようにすればよいであろうか。それは， ワーゲラ
はこうである。すなわち，
ンのいうように，けっして簡単にはいかないのであるが，吉田助教授の工夫
まず，大型船がより小さいロットを引き受けても
それによって一ー大型船にふさわしいロットが得られた場よいとするのは，
合よりも—多少の損をしてもよい， との市況見通しに立っているからであ
る。 したがって，船主として許容しうる不利益が大きければ大きいほど，
?
り小口のロット（積載率の小さい貨物）が引き受けられるであろう。つま
り，船主として，その市況判断から許容しうる不利益の限度が，パート・カ
ーゴの程度を左右する 1つの要因（変数）である。
いま，この要因を一定とすれば，船主としては，自己の運航する大型船へ
の運賃率が，より小型船の運賃率よりも相対的に低ければ低いほど，
図8
?
???（??）
?
パート・カーゴ実施の供給曲線
?
E' 
C' 
D' 
??
?
???
100積載率（％）
（出所）吉田茂「減速運航とPartladenの分析」 r海運経済研究』
第15号． 1981,73ペー ジ，図5.ただし，注58を参照。
より小
ロのロットに甘んずるであろう。反対に，大型船の運賃率が上昇し，小型船
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との格差が少なくなればなるほど，パート・カーゴの意欲は減殺されるであ
ろう。この関係を図で示せば，図8のようになる。
すなわち，前記減速航海においては，運賃率は燃料価格に対する「相対価
格」であった。それと同様に，パート・カーゴにおける大型船の運賃率は，
より小型船の運賃率に対する相対価格としての意味を有する。そういう意味
での運賃率が高くなるほど，積載率は上昇し，したがって，供給量は増加す
る。つまり，供給曲線は（上記の不利益の限度によって規定される）最少限
の積載率・供給量から，次第に右上がりの曲線になるであろう。ただし，そ
の勾配が ED'になるか，それとも ED"になるかは分からない，とされる
(58) 
のである。
要するに，供給曲線が OA-EE'のようになるのではなく，係船点から
上は相当に弾力性のある曲線となるであろう，という点が重要である。いい
かえると，船主がパート・カーゴを実施し，当該航海の積載率をどの程度に
きめるかは，他の条件を一定にすれば（実際，すべての価格・供給関数は，
この条件のもとにあるI)，当該大型船市場の運賃率（とりわけ，より小型
船市場の運賃率との比較におけるそれ。実際，すべての価格は「相対価格」
であるI)に左右される。つまり，運賃率が高いほど，積載率ひいては運送
サービ・スの供給量は多くなるのである。このようにして，われわれは，パー
ト・カーゴの実施にともなう不定期船の供給曲線が，減速航海の場合ほど数
量的に明確ではないにしても，少なくともその形状としては，減速航海のそ
れときわめてよく似たものになるであろうことを教えられたのである。
そこで，再ぴかのノルタンクに立ち戻って，燃料価格が与えられた場合，
運航上の効率要因として積載率 (L)，停泊日数 (W)および年間のオフハ
イヤー月数 (U)が変化すると，市場の供給曲線は全体としてどのように変
化するか。その点のシミュレーションの結果を見ることにしよう。図 9にそ
れが示されている。
この図において，（a）は大体において1973年当時におけるこれら諸要因の
実数を反映しており，それに対して(b)は1979~80年における実状を考慮し
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図9 大型クンカーの市場供給曲線
（積載率，停泊8数およびオフハイヤーの変化する場合）
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兆トン・マイ）レ1年
条 件 a b 
L ：積載率 0.975 0.95 
w：停泊日数（日） 5 15 
u:オフハイヤー （月） 0.500 1.00 
--------------•• -----• -• ------------------
Q:燃料価格（ドル／トン） 200 200 
M：輸送距離（が） 7,000 7,000 
Fi：船隊構成 1981年実績 同左
P: ws 100（り，／卜,) 27.33 27.33 
（出所） Nortank,p. 23, Fig.3. 
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(59) 
たものである，という。図の下の方に記した条件の比較を参照されたい。い
うまでもなく，（b）は(a)よりも運航効率が低下している状態を意味する。
すなわち，減速航海以外のいわゆる「非効率運航」要因がつよくなると，当
然のことながら，それだけ海運サービスの供給量は減少し，同時に，供給の
弾力性は小さくなる一一つまり，一方では運賃率の上昇（低落阻止）に役立
つけれども，他方では，減速航海によって生じた弾力性を減殺するー~方向
に変化することが観察されるのである。
しかし，石油危機以後の不定期船市場における「構造変化」のうちで，何
よりもとくに注目されるのは減速航海である。なぜなら，それは前述のよう
に，いわゆる「非効率運航」要因のうちで主要なウェイトを占めるばかりで
なく，何といっても，石油価格の上昇に直接的に起因する海運業としての意
図的・合理的な反応だからである。いわんや，われわれのように，もっばら
経済理論的観点からこの問題に注目し，そのために，わざわざ海運サービス
の生産量の単位である「トン・マイル」についての再駆識から出発したもの
にとっては，減速航海こそはまさに「構造変化」の核心であり，オイル・シ
ョックが海運理論に与えた最大のショックであった，といわねばならない。
それでは，その減速航海を中心として，不定期船市場に生じた「構造変
化」の結果，市場の供給曲線は全休として一一転移したことはいうまでもな
いが一どのように変形したか。そして，そのことが，市場運賃の形成上，
従来とはどのようにちがった影響を及ぽすようになったか。この点が，前々
節で設定した第3の問題であった。つぎに，これを考えることにしよう。
IX 市場供給曲線の変形と運賃形成の変容
前述のように，ワーゲランは最近の論文において，石油価格がこのまま低
下をつづけるならば，それは（船主にとって〕減速航海の有利性を減殺する
ことになるであろう，と警告した。この言葉を裏返して理解すれば，燃料価
格の上昇とそれに伴う減速航海の実施が，実は船主にとって，単に係船の必
要性が以前よりも少なくなったという以上に，ある種の有利性をもたらして
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いることを意味する。それは，どういうことなのか。
そこでいま，以上の諸節を通じてわれわれの見てきたところを総合して，
不定期船市場における「構造変化」が，市場の供給曲線をどのように転位・
変形させたか。その概要を，簡単な図によって示せば，つぎの図10のように
なるであろう。
端的にいって，オイルショック以前の供給曲線 s.s.'にくらべて，オイ
ルショック以後の供給曲線sbsb'は，単に上方へ転移したのではなく，変形
一弾力性が変化ーーしたのである (S.S.'とふSb'とは，両者の特性の相
図10市場供給曲線の変形と運賃形成
???
Sb 
Sa 
D~ 
?
産出量
（注） I.Sa Sa’は石油危機以前の， SbSb'は石油危機以降の供給曲線である。
2.産出量の単位は［石油危機以前は D/W（年央），以後は貨物トン・マイルである。
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遣を示すために，供給能力の限度をひとしいものとして描いている）。具体
的にいえば，かつては不定期船市場の供給曲線の特徴であると考えられた
「屈曲点」（スターミー）が消えてなくなった。 あるいは， 運送サービスの
供給限界における非弾力的部分がなくなり，供給曲線は全体としてなだらか
(60) 
な，つまり適度な弾力性をもつ曲線に変形したのである。
その結果，たとえば需要が減退して，需要曲線が D1D1'から D2D2'へ移
った場合，市場の均衡運賃率は，かつて P.1から P.2へと大幅に下落した
のに対して， オイルショック以後においては， pb1からpb2へというよう
に，比較的下落の幅が小さく，しかもこの程度の需要の減少では係船は発生
しないのである（仮に係船があるとしても，それは統計上のみで，実際は再
稼動不能の船であろぅ）。すなわち，供給曲線 Sasa'は市場に存在する船腹
量 (D/W)について係船点の系列を意味したから， P.2より右の部分はす
べて係船とみなされた。しかし， sbsb'の場合には pb2について同じような
ことはいえない。運賃が Pいから Pb2へ下がるにつれて，減速航海やパー
ト・カーゴが強化され（産出量の調節が行われて），貨物トン・マイルで測
った供給量が減少する一一営業をつづけながらの「操短」ないし「偽装係
船」一にすぎないのである。相当量の係船が発生するのは，よくよく運賃
率が低下した場合に限られる。
いうまでもなく，実際の運賃形成は，市場における短期的な供給限界に近
いところ，すなわち，同図における右の方の部分について行われるのが通常
である。従来，不定期船とりわけクンカー運賃の予測が困難だとされた理由
は， 1つは需要が政治その他の要因に左右されることが多いことと，もう 1
つは，需要と供給の双方が運賃に関して非弾力的であり，したがって需要の
(61) 
変化が市場運賃率に大幅な変動をもたらすからである。
このうち，第1の要因は変わらないし，また第2の要因のうち需要につい
ては，その弾力性は以前にもまして小さくなった。この点， すでに第VJ[節
（ノルクンク）のはじめに述べたとおりである。しかし，残る一点，すなわ
ち供給の弾力性については，オイルショックによって，まさに「事情が一変
係船点の理論と石油危機後の不定期船市湯（東海林） （225)127 
した」のである。それは，所与の運賃水準に対する船主の対応が，以前には
「運航か係船か」の二者択ー的なものであったのに対して，石油危機以後に
おいては，係船以外の「非効率」要因をもってする供給調整が広汎に，しか
も運賃率に対してセンシブル行われるようになった。不定期船の操業度は，
かつてのように「100彩かゼロか」ではなく，一般の産業と同様に価格（運
賃率）水準に応じてこまかく調節されるようになった一すなわち，不定期
船市場に「構造変化」が生じた一＿ことの反映である。
このようにして，石油価格の上昇によって，需要の側の変動に対する運賃
率の変動幅は，以前よりも小さくなり，市場の安定性はかえって増大したの
である。 1960年代以降の不定期船市場が，いわゆる「固定市場」と自由市場
とに分断され，したがって自由市場における運賃の伸縮性が一段と大きくな
(62) 
ってきたことを考えると，この新しい現象が，自由な不定期船市場の不安定
性を大いに緩和する方向に作用するであろうことは，明らかである。反対
に，もし今後石油価格が急速に下落すれば， なるほど一方では運送需要が
（とくにクンカーについて）増加するかもしれないが，しかし，それによっ
て船主の対応策は柔軟性を失い，・市場の安定性が失われていくであろう。係
船は逆に増加するかもしれないのである。前述のように，ワーゲランが図7
に即してこの点を警告したことは，いかにも道理といわねばならない。
そこで，この問題を中長期的観点から評価すると，どういうことがいえる
であろうか。その点について，吉田助教授は前記の論文において，つぎのよ
うにいわれる。すなわち，
「市場の供給曲線が弾力的領域を狭ばめ， 中間段階をもつに至ったこと
は，従来の意味での“プーム”が発生し難い市場構造になったといえる。
……したがって，市況の中期的なパクーンは，従来いわれていたような
“十年ー山’'的な，長期低迷とプームのくり返しといったものではなく，
比較的変動周期が短く，市況のピークが相対的に低い“ミニ・ブーム”的
(63) 
な形をとるのではないかと予想される。」
そして，このことは，単に船主にとって好ましいことであるばかりでな
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く，たとえばワーゲランのようなモデル・メーカーにとっても歓迎すべきこ
とといわねばならない。なぜなら，少なくとも供給側の条件としては，前よ
りも市況の予測が「当たりやすい」市場構造になったことを意味するからで
ぁ訂
以上，不定期船市場における「構造変化」が，供給曲線の形状および運賃
形成に及ぼした変化について見てきた。最後にいま 1つ，とくにパート・カ
ーゴが，不定期船の船型別部分市場間の均衡に及ぼす影春について触れてお
かねばならない。といっても，それはごく見安い理屈である。
すなわち，かの兼用船がクンカーかバルカーか（あるいはその他の組み合
わせにおいて）どちらか有利な方の市場に移り替わるように，パート・カー
ゴにおいては，大型船は中小型船の市場ヘー前述のように，この場合供給
行動の代替性は「不完全」ではあるけれども—移動する。船型別部分市場
間の「分断性」は，このようなパート・カーゴの実施によって，一方向的に
ではあるが，弱められるはずである。
そこで試みに，前掲の表2の数字を見てみると，中型クンカーの運賃に対
する VLCC/ULCC型の運賃の比率は， 1978年以降次第に上昇してきてい
る。つまり，クンカーにおいて，船型別部分市場間の運賃格差は，ここ数年
(65) 
は縮少傾向にある。この原因が何であるか。うかつなことはいえないけれど
も，少なくともその原因の1つとして，上述のパート・カーゴの実施が影響
しているといえるのではないだろうか。
x むすぴ
以上，はじめにおことわりしたように，「研究ノート」の名に甘えて，自
分なりの休験や現在の考え方を長たらしく述べてきた。それを要約して繰り
返すことはしない。ここでは，表題の副題に記したように，石油危機後の不
定期船市場に発生した「構造変化」が，従来の海運経済の理論に対してどの
ような反省をうながしたか。その点をしるして，むすぴとしたい。
まず第1にいえることは，海運サービスの生産量を測るのには．やはり貨
係船点の理論と石油危機後の不定期船市場（東海林） (227)129 
物の輸送トン・マイルをもってするべきであり，船舶の重量トン数や稼動延
ベトンは，あくまで二次・三次の代用物であったということである。船がつ
ねに「フル・アンド・ダウン」「クィック・ディスパッチ」，そして「フル
スピード」で運航しているときは，それでもよかったが，これらの条件がみ
たされなくなると，原則的な尺度「トン・マイル／年」が用いられねばなら
ない。石油危機は，このことを教えたのである。
この意味で，石油危機以後の不定期船市場の供給構造は，それこそがむし
ろ一般的な状態であり，石油危機以前の方がかえって特殊であったともいえ
るのである。私など，最初は，交通の一般理論にしたがって， トン・マイル
を生産量の単位とする供給関数を考えながら，結局はそれに徹しきれない
で，稼動延ベトンを用い，＇したがって図 3のような供給曲線に安んじた。一
度特殊な型にはまると，容易にそれを脱して一般的な視野を受け入れること
は難しい。個人的な体験は，普逼的な理論を構築するうえでは， かえって
「つまづきの石」になりやすいことを知るのである。
第2は，船主の側の供給行動を分析し説明するうえで，すべてに共通して
役立つ理論は，これまた一般の経済理論が教えるように，企業における利潤
極大化原理，すなわち限界費用と限界収入を均等ならしめるように，企業は
産出量を調節するという，この原理を当てはめることができる。いいかえる
と，この原理は，オイル・ショック以後の自由不定期船市場におけるすべて
の船主行動を通じて，依然として貫徹されている，という点である。
このことは，さきに第VI節の後の方で，減速航海と係船行動について明ら
かにしたところである。同じことが，パート・カーゴについても，あるいは
仰泊期間・オフハイヤーの意図的延長についてもいえるはずである。すなわ
ち，パート・カーゴについての吉田助教授の理論を振り返ってみるならば，
相対的な運賃率が低下するほど，大口のロットをとる機会を放棄しても，そ
のコスト（機会費用）は小さくなる。そのことは， ワーゲランもノルタンク
のなかで指摘している。これを別の角度から見れば，中小のロットを引き受
けることによる限界収入が，相対的に大きくなることにほかならない。こう
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して，この場合にも，何らかの形で限界収入と限界費用の均等が成立してい
るはずである。
問題は，吉田助教授の示唆されるように，単ーに運賃率の要因だけでは説
明し切れない点である。およそ，運送契約を結ぶ場合の船主の行動は，下条
教授のいわれるように，実際には「多次元」の要素によって選択・決定され
(66) 
る。ロットの大小も，そのうちの1つにすぎない。しかし，われわれとして
は，個々の船主の行動を分析し，それをそのまま展開して，多次元の需給関
数を構想するのではなく，逆に，伝統的な価格と産出量による 2次元の需給
関数にこれを収れんさせるべく，そのための工夫を要する。そして，そのた
めには，経済学の教科書が限界収入や限界費用の説明に際して，こともなげ
にいう「産出量1単位」の中身を，硯実に即して幅広くとらえる必要があ
る。
その例を，われわれは減速航海と係船行動について示した。限界的な産出
量の1単位とは，現実には「速力を 1ノット増加（減少）することによって． 
得られる年間トン・マイル数の増加（減少）分」であり，あるいは「係船に
よって減少する年間輸送トン・マイルの総量」であったりする。パート・カ
ーゴの場合にも，船主の選択しうる積載率はけっして連続的なものではない。． 
いわば「ブロック」としての年間（または航海）のトン・マイル量が，パー
ト・カーゴによって失なわれるといってよい。それに伴うコスト （機会費
用；ただし，とらえ方は，正味ないし差額ではなく総額による）すなわち，
パート・カーゴをとることによる限界費用は，フルロードの引き合いを待つ
ことによる費用の節約分と，パート・カーゴによる運賃収入との合計，すな
わちパート・カーゴを引き受けることの限界収入に等しい，と見ることがで
きるのでなかろうか。両者の運賃率は，そのような形で比較されるのであ
る。
停泊期間やオフハイヤーの延長についても同様である。たしかに，船を 1
日遊ばせることは，それだけ年間の輸送トン・マイルを減少させ，それによ
って得べかりし収入を失なうが，運賃率が低いほどその機会費用は小さい。
係船点の理論と石油危機後の不定期船市場（東海林） （229)131 
他方，運航しないことによる燃料費等の節約，すなわち限界収入は大きいの
である。このようにして，すべての船主の行動は，これを利潤極大化原理に
かかわらせて，運賃率と産出量（貨物トン・マイル）との関係として表現す
ることができるのではないか，と思う。ここに，上の第1点と共通して，ょ
り一般的な理論への一ーわれながら，かたくななほどの一―—志向がある。同
じことは，つぎの第3点についてもいえよう。
すなわち，今次の石油危機を契機として教えられたことの第3は，石油危
機に伴う不定期船市場の「構造変化」は，それがいかにも鮮明に，自由な市
場における価格機構のはたらきを具現している，という点である。想起して
いえば，第1次ォイル・ショック当時，政府筋やジャーナリズムでは「新砿． 
格体系の形成」ということがいわれた。しかし，正直にいって，当時の私は
この言葉の具体的意味を予想しえなかった。ところが，今日では，めざまし
い省エネが実現し，わが国の輸出は驚異的な増大をつづけている。不定期船
市場に生じた「構造変化」も，実にこのような新価格体系のもたらした諸現
(67) 
象の一環というべきであろう。
さきに，ポーランドの学者で UNCTADにつとめているダブロフスキー
は，石油危機後の世界海運市場について，すぐれた分析を発表した。彼はそ
のなかで， 1973~74年の石油危機によって， 世界の海運市場は「崩壊」
(breakdown)したと述べ，その要因のなかでも，とくに日本から輸出され
る便宜置籍船の多いことと，これを支えている資本市場の特異性に注意を喚
(68) 
起している。われわれは，その懇眼に敬服するものであるが，しかし，ここ
で一歩退いて考えた場合，その「崩壊」したはずの海運市場において，かの
アダム・スミスのいわゆる「見えざる手」が確実に作用し，供給曲線は上方
に転移したばかりでなく，決定的に変形した。自由不定期船市場における運
賃決定機構は，それによってかえって安定性を増大したのである。われわれ
は，この事実に，目をみはるとともに，改めて自由市場における価格機構の
健在さを認め，かつ，経済学の一般理論に対し，改めて畏敬の念を禁じえな
(69) 
いのである。
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注
＊この表題は，昭和58年度学年末の「海運論」の試験に出題した問題の 1つと同じで
ある。答案の成績はよくなかった。学生諸君に，少なくとも私が「面白い」と考える
この問題について，もっと理解を深めてもらいたいというのが，本稿執筆の 1つの動
機である。
(1) 本節を含めて， 本稿で述べる内容の多くは， 私の日本海運経済学会関西部会
(1982.1.8,於大阪商船三井船舶株式会社神戸支店）における報告「トン・期，
トン・マイルおよび稼動延ベトン―—•海運サービス生産量における距離の問題
ー」をもとにしている。なお，サービスの「質」の問題は，ここでは取り扱わ
ない。
(2) 拙著「海運論」 1971,第1章第2節を参照。
(3) 私は，かねてからこの問題に関心をいだき，「カイリの歴史」を技術史的に探
究して多少のノートを作成した。とくに， 1977年5月に，日ソ漁業交渉に関連し
て，わが国も領海幅をそれまでの3カイリから12カイリに改める新しい法律（領
海法；昭和52年法律第30号および漁業水域に閲する暫定措置法；同第31号）を制
定した際に，その関心は一段と高まり，研究が横道にそれて，有名な「海洋自由
論」（正しくは「自由海論」， 1609年）の著者グロチウスと，同書の執筆される機
緑を作ったとみられる同じオランダの船長・指揮官ヘームスケルクの事績につい
て，小文を発表した。拙稿「グロチウスとヘームスケルク---「カイリの歴史」
序説ー一」「海運」 1978,6~8。この場合の大げさな副題は＿今なお「本論」
が出ていない現状からとして，とくに一一恥しいかぎりであるが，私なりにこの
テーマに挑戦する意欲を誇示したものであった。
さらに，私事の追加を許されるならば， 私は翌1979年に大学から外遊を許さ
れ，その際オランダを訪れて，デルフトの市庁舎前広場で，はからずもグロチウ
スの銅像を仰ぎ見，さらにアムステルダムの旧教会にあるヘームスケルクの墓に
詣でることができた。脱線の勉強による余禄ここにきわまる，といった歓びであ
った。ところが，実はそれと同じ頃に国内では，減速問題に関する海事産業研究
所のすぐれた研究が発表されていたのであって，私がこの問題を理解するように
なったのは，その翌年1980年の秋に，同研究所の第2の報告書を読んでからであ
った（後出注34を参照）。禍福はあざなう縄のごとし，とはまさに人生の至言で
あることを知るのである。
(4) 鈴木健ニアナのいうように，「知るはたのしみ」であり，好奇心も学問の始まり
といえる。そこで，マイルの語源についてちょっとだけ触れておく。すなわち，
英語の mileはラテン語の milleまたは mile（数詞の千）からきている。古代
係船点の理論と石油危機後の不定期船市場（東海林）
ローマにおける長さの単位は，つぎのようになっていた。
12 unciae = 1 pes（約1フィー ト）
2½ pes=l gradus 
2 grad us= 1 passus 
125 passus = 1 stadium 
8 stadia= mille passus 
(231)133 
ここに， passusは英語の paceに当たる。したがって， millepassusは「1,000
歩幅」であって，このうち「歩幅」が省略されて，「千」だけが残り， しかもそ
れでもって長さを表わしているのが「マイル」なのである。
具体的にいうと．この場合の歩幅はgeometrical(or great) paceといわれるもの
で，同じ足（右なら右）について歩幅を測る。したがって，互いちがいの足の歩
幅 (step,gradus)の2倍に当たる。たとえば，旧陸軍の「歩兵操典」では，速
歩（はやあし）の基準として「踵（かかと）から踵までの長さ」を75センチ（速
さは1分間に114歩；自衛隊は120歩）と規定していたが（米陸軍は2.5フィー ト，
120歩／分である）， こういうものは militarypaceと呼ばれる。 ローマの 1
passusは，したがってその2倍で約150センチになる。つまり， millepassus 
(mille passuumともいう。 2倍，9 3倍・・となると duomillaくまたは mila>
passuum, tria milla passuum…という）は大体1,500メートルに当たる。
この長さは，今日のいわゆる statutemileの長さ1,609メートルにまだしも近
いといえる。ところが，同じマイルでも海上で用いられるマイルは1,852メー ト
ルで，しかも，この長さは， 正確には地球子午線上の弧度1分の長さであるか
ら，緯度によって多少異なる。いつごろから，どのようにして，このように分か
れたのか。そもそも，地球の大きさはいつごろから知られていたのか。そのとき
の単位は何であったか。コロンプスは，航海に出るとき， イベリア半島から日本
までの距離をいくらと計算したのであろうか。伊能忠敬の場合，緯度1度は何里
であったか。今日，地球の全周はほぼ正確に40.,000キロメートルである（これを
360X60で割ると上の数字が得られる）。一体，どうしてそうなのか（メートル法
の起源）一ーなど，「カイリの歴史」にまつわる興味ある話題はつきない。前記
のヘームスケルクが残した航海日誌 (1598~1600年の東洋航海）も，貴重な研究
資料といえる。
ともかく，語源的な比較によって要約すれば，かの「トン」がポルドー航路の
酒樽 (tun)から来ており，明らかに海上の用語が陸に上がって一般化したもの
であるのに対して，一方の「マイル」は，逆に陸上の用語が海上にも引き移され
て，しかし内容的にはまった＜遮ったものになっているのである。
(5) 最近では，コンテナ船による定期船サービスの原価に関連して，「スロット・
マイル」（実入り40フィート・コンテナ 1個を 1マイル運送するサービス生産量）
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を用いた例が見受けられる。海事産業研究所「外国海事情報」第582号， 1983.8.
5, 3~7ペー ジを参照。
(6) 松本清「倉庫経営論」学文社， 1970,223~27ペー ジ。 (1)式において， K、（当
期末残高）＝瓦十A+Bを代入すると，次式が得られる。
”l (2) T.＝百(K。十氏）＋百(A+B)
ただ，「トン・期」の特性を見るのには，（1）式の方がよいと思われる。現行の
料金制度は，月3期制であるので，”＝3とすると(1)式はつぎのようになる。
(1') Ta=3K。+2A-B
年間のサービス生産量を求めるには， K.,A, Bにそれぞれ年間各月の合計値
を当てればよい。なお，保管サービスの生産量は，金額表示（円・期）でも測る
ことができる。トン・期が従量保管料算定の基礎となるのに対して，これは従価
保管料算定の基礎となる。「同上」 236~40ページを参照。
(7) 人はここで，駅のロッカーの料金を連想し，あるいは家賃や月給のことを考え
るかもしれない。
(8) 下条哲司「海上運賃の経済分析」神戸大学経済経営研究所， 1979,35ペー ジ。
(9) 図2については，途中の寄港や積み換え，あるいは三角航路などいろいろなバ
リエーションがもちろん考えられる。新幹線や飛行機を利用する場合，旅客にと
っての時間コストを考えると，この問題がよく分かるに遣いない。なお，下条哲
司「前掲」 35~36ページ，図2.2および図2.3を参照。
(10) 稼動延ベトンは，定期用船料の単位として用いられるが，同契約は厳密な意味
での「運送」契約とはいえない。この点については， 拙稿「海運サービスの生
産・販売と定期用船契約」「国民経済雑誌」第148巻第4号， 1980.10を参照。
(11) 拙著「海運論」 213・ペー ジ。
(12) 稼行率（および運送原単位）は，一方では航路の条件，すなわち，距離の長短
や港湾の荷役能率等に依存すると同時に，他方では船舶の性能と運航能率によっ
て左右される。戦時中，御用船に対しては，所与の条件のもとで本船の稼行率を
高めることが，つよく要求されたのである。再び私事になるけれども，私は，戦
時中の高等商船学校において，陸軍の船舶部隊の将校（大佐）から，これを教え
られたように思う。しかし，それはすっかり忘れていた。
戦後，この概念について，その意義と用法および算出法を教示されたのは，当
時運輸省におられた松尾進氏である。それは，日本船主協会「海運研究資料」第
1号， 1956.8.20「日本海運の不定期船活動について」における稼行率の数字に
ついて，私の質問に答えられたものであって，同氏の1956年9月13日付の手紙が
いま机上にある。記して満腔の謝意を表する。
ところで一一話は二転するが一ーこの意味での稼行率は，その後の文献におい
てはほとんど見られない。たとえば， 地田知平教授の「海運市場論」 1958,110 
係船点の理論と石油危機後の不定期船市場（東海林） （磁3)135
および183ページなどに見られるものも，これに似てはいるが， 少しちがう。と
ころが，最近になって，ノルウェーの経済経営大学（ペルゲン）のノルマンとヮ
ーゲランが発表した「ノルクンク」 (Nortank)モデルのなかに， ズバリこの稼
行率と同じものが，海運サービス供給量の単位として出ている（後出の図6を
参照）。 このことが，あえて稼行率を引っぱり出したもう 1つの理由でもある。
ちなみに，上記船協資料における調査の対象は， 1954年4月～55年9月期の延べ
1,709航海で，その場合の平均稼行率は0.835 （トン/DW•月）であった。
(13) 海運経営の要諦は，チャークーベースを高め，ハイヤーベースを低くすること
である一ーとは，加地照義教授の持論である。いわゆる “full-and-~own" と
"quick despatch"（本船速発）は，この前者のために，また “offhire"の縮減
は後者のために要求される。これを上の式に当てはめれば，それぞれlの向上，
t —とくに t2。この場合，当然 “fullspeed"すなわち t1の短縮もスローガン
にあげられるべきである。それがいわれていないのは，これまで船はいつもフル. 
スピードで走っていたこと裏書きするものといえよう一の短縮，およびSした
がって“の向上を意味する。要するに，運航効率の全面的な発揮が要求されたの
であって，このことは，船舶運航のあるぺき姿として，戦時中であろうと乎時で
あろうと，あるいは洋の東西を問わず，不変の真理である一ーと思われた。とこ
ろが， 1973年以降の石油危機は， この通念をひっくり返したのである。まさに
「構造変化」というほかはない。その概容は，後に（第V節）見られるとおりで
ある。
(14) 下条哲司教授が年来提唱されている「能率トン」（内容的には，（5）式の X..，す
なわちD/Wx稼行率にひとしい）についても， 同じことがいえよう。能率トン
を用いて全市場の需給量を表わすためには，「標準船舶」および「標準航路」（し
たがって「標準貨物」）を設定しなければならない。その場合の測定と利用上の
困難は，タンカーの WorldScale Rateの場合と同様， あるいはそれ以上かも
しれない。下条哲司「前掲」 82~84,96~99ペー ジを参照。
(15) このようにして，私の見るところ，海運市場の取引対象と取引単位とは，下表
のようになる。
市場（契約） 取引対象 取 弓l単 位
裸用船 船 舶 D/Wー月
定期用船 運送可能性 D/W—稼動月
航海用船｝ 運送サービス 貨物トンー運送マイル
個品運送
（出所）前掲拙稿「定期用船」 8ページ，表1。
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(16) われわれは，物事を数字で表硯しようとするとき，改めてその本質に突き当た
ることが多い。 “Whenyou can measure what you are speaking about, and 
express it in numbers, you know something about it.’'とはケルビン卿 (Sir
W. T. Kelvin, 1824-1907)の至言である。
(17) 小島昌太郎「海運同盟論」 1926,95ページ。ただし，一部記号を変更。
(18) 小島「同上」 96~98ペー ジ。
(19) 煩をさけて， その図を掲げることをしない。同種のものとして後出の図10
のs.s.'を参照。
(20) 拙著「海運論」 207ペー ジ。
(21) 「同上」 207,213ペー ジ。
(22) Marshall, A,, Principles of Economics, 8th ed., London, 1952, App. H., 
p.668n. 
(23) 拙稿「海運サービスの供給曲線について」「神戸商船大学紀要」第1類・文科
論集，第8号， 1960.2.
(24) 下条哲司「海上運賃と海運利益」（上） 1959,39~42ペー ジ。
(25) 拙著「海運経済論」 1962,116~18ページ。なお，図3において， L点に向か
う右下がりの破線は，これら論文および著書におけるもので，後の「海運論」に
はない。要するに私としては，不定期船{/)(限界）産出量の1単位とは，硯実的
には「満船・速発・全速の1航海」であると考え，したがって，積載率（あるい
は速力）の関数として係船点運賃が変化しても，それを考慮する必要はない，と
考えていたのである。
(26) 山田浩之「海運用役の供給曲線」「海事交通研究」 1966年第2集， 136ペー ジ。
ただし，この論文でも，限界的な領域においては別として，燃料費は距離に比例
するものと考えられている (138~39ページ）。つまり「速力は一定」なのであ
り，費用・供給関数のうえで．距離はほとんど機能していない。しかし，生産量
の単位を一般性のあるトン・マイルとされた点は，やはり正当であって，その価
値が今日（石油危機以後）になって，はっきりしたのである。 • 
(27) それ以前に，前田義信教授は，船舶の経済速力についてのくわしい論文を発表
された。前田義信「海運企業における速カ・費用•利潤」「甲南経済論集」第 1
巻1号， 1960.6。しかし，私はこれにも，大して心を動かされなかった。そこで
ぱ，所与の条件のもとでの経済速力 (1日当たりの利潤を最大にする速力）の決
定が論じられているのであるが，当然のことに燃料価格の変化はとくに想定され
てはいない（計算例では23ドル／トン）。実際問題として，後で見るワーゲランの
いうように（注42)，運賃率が燃料価格！こ対してある程度以上に高かければ， 船
はフルスピードで走るのがもっとも経済的なのである。
(28) Koopmans, T., Tanker Freight Rates and TankshiP Building, Haarlem, 1939. 
係船点の理論と石油危機後の不定期船市場（東海林） (235)137 
(29) 加地照義「海上運賃の形成原理について」「神戸商科大学記念論文集」第3集，
1959.1。
(30) Sturmey, S. G., "On the Pricing of Tramp Ship Freight Service,''Lecture 
at the Institute for-Shipping Research, Norges HandelshcSyskole, March 
26, 1965（邦訳「不定期船運賃論」「海運経済」 1966.3); Do, Shipping Eco-
nomics: Collected Papers, London, 1975, Ch. 9.なお，スクーミーの運賃論
については，拙著「海運論」 214~16,218""21ペー ジを参照。
(31) 小島昌太郎博士の「係船点の理論」は．一般のミクロ理論で「営業閉鎖点」が
説かれる以前のもので，その独創性は高く評価されねばならない。この点，私の
若き日の失礼な発言を，悔恨をこめて陳謝するものである。座談会「小島昌太郎
先生を囲んで」「海運経済研究」第5号， 1971,150ペー ジ。
(32) Norman, V. and Tor Wergeland, "Oil Prices and World Shipping,''The 
Platou Report 1979, 1980, p. 17;海事産業研究所訳「プラトー・レボート
(1979年）」（外国資料80-66)1980.7, 49ページ。著者のうち，ノルマンはわが
国でもすでによく知られている。もう 1人のワーゲランは，前記（注12)のよう
に，同じベルゲンの経済経営大学の助教授で， 1981年10月に来日し， 東京 (19
日，於海産研）と神戸 (20日，神大経済経営研究所）で後述の「ノルクンク」を
中心に報告を行った（私は後者に出席）。そんなこともあって， 以下，両者共同
執筆の論文については，ワーゲランをもって代表させることにする。
(33) 長期契約（長期の連続航海用船および同じく定期用船契約）の運賃ないし用船
料も，何らかの形でこれに左右される。そればかりでなく，スポット・レートが
低迷しているときは長期契約の成約量は少なく，それが上昇すると成約量は相対
的に増加する傾向が見られる。
(34) 海事産業研究所「乾貨船市況の分析 (1979~1980上）と予測 (1980下～1981
上）」（調査シリーズ80~61),1980.9, 31ページ注4,43ページ注2および49~
50ページ，パラ30を参照。同研究所は，その前年に「1978年乾貨船市況上昇の原
因分析」（調査シリーズ79~53)1979.3を発表し，そこで，減速航海と運賃との
関係を論じ，減速による運送サービスの供給調節は相当程度非弾力的であり，し
たがって，運賃の少々の上昇では解除されない。この点で，同様に供給調節であ
っても，係船とはその趣きを根本的に異にすることを明らかにした。〔市場の大
半を占める標準的な船の係船点は接近しており，したがって，係船点の系列をも
ってする供給曲線の弾力性は， この部分において大きいJ。また，パート・カー
ゴについても，その要因を分析し，それが船型相互間の相対的な運賃水準と，大
型船に対する需要不足にもとづくものであることを明らかにし，これまた係船と
は根本的にその性格を異にするものである，と指摘した。不定期船（とくにバル
ク・キャリア）市場の構造変化ー一硯象とその意義—は，この 2 つの報告書に
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よって，はじめて的確にとらえられた。また，それらは英文をとおして国際的に
注目され，同研究所の評価を高めたのである。両報告書の執筆者は，部長研究員
赤羽憲男氏と研究員吉田茂氏（現在神戸商船大学助教授）であった。
(35) 榎本喜三郎「日本船の係船を阻むもの」「海運」 1952.9,13ページ。まった＜
余計な話であるが，「偽装係船」は英語になおすと，「偽装失業」 (disguised
employment)の場合と同様に “disguisedoperation"となるであろう。
(36) 前記注13で述べたことを想起されたい。
（町） 吉田茂「減速運航と Partladenの分析」「海運経済研究」第15号， 1981.9。
(38) 三木楯彦「減速航海の経済効果」「海事産業研究所報」第122号， 1976.8。
(39) 燃料価格が1％上昇すると，係船点は係船点運賃に占める燃料費の割合の1%
だけ上昇する。したがって，燃料価格上昇の影響を係船点の上昇のみについてと
らえるならば，つぎのようなことがいえる。すなわち，運賃率は市場の限界船舶
の係船点によって決定され， この限界船舶は係船点の高い老朽小型船であるこ
とが多い。他方，新造大型船は係船点そのものは低いが，係船点運賃に占める燃
料費の比率は，老朽小型船よりも高い。したがって，運賃が後者の比率に応じて
引き上げられたとしても，前者（新造大型船）の船主にとっては，なお相対的に
不利である。 Norman& Wergeland, "op. cit.", Pratou Report i979, p.18; 
海産研訳， 53ペー ジ。
他方，宮下国生助教授は，乾貨物船市場の係船行動について，石油ショック後
は，それまでとは逆に，係船（およびその解除）はむしろ大型船から始まって小
型船に波及する傾向のあることを指摘された。そして，その理由として，著者自
身は大型船におけるパート・カーゴの実施を重視し，その面から運賃決定構造の
変化を分析しておられる。宮下国生「不定期船運賃水準の決定構造の変化」「国
民経済雑誌」第146巻第 4 号， 1982~10を参照。
そこで，上記の考え方をこの問題に当てはめてみると，どのようなことになる
であろうか。いま試みに， 1978年当時のクンカーの船型別運送コストの数字を拾
ってみると，次表のようになる。
運送コスト(WS) | 10万D.1W型
資本費(f) 37.5 (100) 
船費(m) I 37.o <100) 
運航費(n) 28.7 (100) 
合計|103.2 _＿ （100) | 
25万D/W型
29.6 (78.9) 
16. 8 (45.4) 
18.3 (63.8) 
64.7 (62.7) 
（出所）中西健一編「現代日本の交通産業」 1984,
222ページ，表VI-20, 日本船の欄。
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後出の「ノルクンク」によると，係船に伴う船費 (m’)は運航時の40~50彩に
相当する (Nortank, p. 17)。簡単にこれを50彩とみ， 上の表から係船点運賃
(m-m'+n)を計算すると， 10万D/W型ではWS47.2,25万D/W型では26.7
となる。前者を100とすれば，後者は56.6である。そこで，運航費-燃料費とみ
なして，それが係船点運賃に占める割合をとると， 前者は60.8彩， 後者は68.5
彩となる。その後，第2次石油ショックにより，仮に燃料価格が2倍になったと
すると（表1参照）， 係船点運賃はそれぞれ60.8彩および68.5彩上昇する。そ
の結果， 10万D/W型の係船点運賃はWS75.9となり， 25万D/W型は45.0とな
る。前者を100とすれば，後者は59.3である。現実の運賃格差はどちらの場合も
これよりは大きい（表2を参照）。このようにして， ワーゲランらのいうところ
は，上のような船型別係船行動順序の逆転という新しい硯象を説明するのにも，
かなり役立つのではないかと思われる。
(40) 海事産業研究所「前掲：分析と予測」 46ペー ジ。
(41) Norman & Wergeland, "ibid.", p.18;海産研訳， 53~54ペー ジ。
(42) Norman & Wergeland, "ibid.", p.20：海産研訳， 61~62ページ。実際問題と
して，ワーゲランのいうところによれば，大型クンカーの場合，原油の運賃率が
燃料価格の6~8％よりも高い状態では，フルスピードで走るのがもっとも経済
的である。そして， 1973年以前には，この条件がみたされていた。ところが，石
油ショック以後両者の関係が逆転し，したがって減速航海を実施する方がむし
ろ経済的となった。とくに，第2次石油ショック以後においては，減速によって
最適速力が得られる範囲が拡大し，それは運賃率についていえば，下は係般点運
賃から，上は新造船に対して10彩近い収益をもたらす運賃に至るまで，ごく広い
範囲にわたっている。そのうえ，このような最適速力の範囲内では．．速力の対運
賃率弾力性は1.2に達している，と。前記注27で触れた前田義信教授の論文にお
いても，図5と同様の運賃・速力関数が示されているが（前田「前掲」 48ペー
ジ，第1図），石油危機以後になって， それが硯実のものとなったのである。
Norman, V. D. and Tor Wergeland, Nortank: A Sim叫ationModel of the 
Freight Market for Large Tankers, Bergen, 1981. 6, p. 2. 
(43) 同じものについて見方を逆にすれば，係船を解除して運航を開始する場合の限
界収入と限界費用がひとしい， といえる。 どちらの場合も， p • X=m-m'十n
である（価格は，硯実には限界費用の単位当たり平均値にひとしい）。
(44) The Platou Report 1981は，その図13において，近年の燃料価格 (100ドル／
トン， 180ドル／トンおよび250ドル／トンの 3段階）に対応して， PG／西欧就航
の28万D/W,16ノットの VLCCの最適速力がどのように変化するか， WSレー
ト(100=32.19ドル／トン）の関数としてこれを示した。われわれの図5の改訂
阪といってよい。さらに，その図14では，そのうち180ドル／トンのケースについ
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て，速力を年間輸送トン・マイル（ただし， 16ノットを100とする指数）に改め
て，この関数を示している。同じ28万D/Wのディーゼル船との比較（図15およ
び16)も面白い。海産産業研究所訳「プラトー・レボート (1981年）」（外国資料
82~72) 1982.6を参照。
(45) 同じ年に，ワーゲランは（単独名で）「ノルバルク」 (Norbulk)を発表してい
る。これは，乾貨物船市場について， 1965~7杜Fの10年間のデークから簡単な需
給モデルを算出したものである。そのうち，供給関数を例示すると，つぎのよう
である。
TM,=a8Ro.21 DLOO F-0・24
ただし， TM,：年間供給量（トン・マイル）
R：年間平均定期用船料指数
D：年間平均船腹量 (D/W)
F：年間平均燃料（実質）価格
このモデルによって計算した1974~79年の用船料（指数）は，その実際値とよ
くフィットしたというが，内容的には「ノルクンク」にくらべると，はるかに単
純なモデルである。 Wergeland, T., Norbulk: A Simuiation Model of Bulk 
Market. Freight Rates, Bergen, 1981.6.なお， ‘‘Norbulk","Nortank"等ペ
ルゲン学派の最近の諸研究について， 海運経営の実践的立場からの論評として
は，小川武「海運市況変動と海運経営―OperatorsとOwnersの用船戦略に
ついて一」「海運経済研究」第16号， 1982;10を参照。
(46) 今日では，サウジアラビアをはじめとする湾岸諸国の石油供給料は，世界全体
のなかではむしろレジデュアルなものになっている。したがって，大型ダンカー
は，世界の石油貿易に関しては，その限界的部分を輸送しているにすぎない。こ
のため，世界の石油需要が1％減ると，大型クンカーに対する輸送需要は2.5%
も減ると見込まれよう。 Nortank,p. 1. 
(47) Nortank, pp.1~2.ここでは，輸送需要の弾力性として一応0.5という数値を
示しているが，実際はもっと低いのではなかろうか。実際， ワーゲラン自身，ゎ
れわれに対する説明（前記注32)のなかでは， 需要曲線を垂直に無造作に描い
た。後出1983年6月の「ノルウェジァン・シッピング・ニューズ」の論文（注
53)においても同様である。ついでながら， 原油の輸入価格に占める（スボッ
ト）運賃の割合については，わが国の場合もこれと同じようなことがいえる。
(48) 船型別のコストについては，ノルウェー船主協会， ノルウェー海運研究所およ
び KnutKnutsen 0. A. S., Johan Reksten両船社からデークが提供された。
Nortank, Preface. 
(49) 燃料価格が高く，運賃率が低いほど小入渠（ミニ・ドッキング）の間隔は短く
なる。 ThePlatou Report 1979, p. 13, Fig. 4;海産研訳， 40ページ，図4を参
係船点の理論と石油危機後の不定期船市場（東海林） (239)141 
照。
(50) Nortank, pp. 2, 8~9. ここに示されている「機会費用」の考え方は，前節の
おわりに，われわれが係船行動について述べたのと同じ考え方である。したがっ
て，その相手方にそれぞれの限界収入をもってくれば，これらの行動はすべて限
界費用＝限界収入の原理で説明されよう。この点「むすび」で再説。
(51) Nortank, p.15.燃料価格に対する D/W当たりの運賃率（ただし，港費およ
び停泊中の燃料費を控除）の比率でいえば，タービン船では，この比率が4~6
彩あるいは5~7％と，ほぼ2％の範囲で減速航海が行われるのに対して，ディ
ーゼル船ではそれが4~9.5形と， 5.5彩もの変化幅について減速が行われる。こ
れらの点は，図6からも読み取ることができる。
(52) Nortank, p. 20.著者は，このような供給曲線の形状を S字型と表硯している
が，われわれにはあまり分かりよい説明ではない。なお，ここで，係船点運賃の
ことを “reservationprice’'，直接船費・(m-mりの差額のことを “variable
operating costs’'と称しているが，いずれもその内容をとって意訳した。
(53) Wergeland, T., "Tanker Market Responses to Changing Oil Prices", 
Norwegian Shipping News, Vol. 39. No. 7, 1983.6.3, pp. 47-52;今橋宏「タ
ンカー市況と石油価格連動の関係」「海外海事研究」第83号， 1983.11にその内容
が紹介されている。
(54) 前掲表1を参照。ただし， 150ドル／トン以下の下落は非現実的であろう。
(55) より硯実的にいえば，コスト・ラダーはもっと小きざみで，これら 2つの曲線
の間に，スターミーのいわゆる「屈曲点」 (pointof inflexion)が見られるのが
普通である。拙著「海運論」 214ページ，および同215,220ページを参照。
(56) Wergeland, "ibid.", p. 48. 
(57) 海事産業研究所「前掲：分析と予測」 49ページ。なお，同「前掲：原因分析」
11~12ページをも参照。両者で指摘されているように， part ladenは，船型別
部分市場間の運賃格差にともなう需給調節作用の一形態であり，それに対して，
兼用船の移動は，本来異なった船種の属する市場，つまり，タンカー市場と乾貨
船（バルカー）市場相互間の同様需給調節作用である。 もちろん， part laden 
には，大型タンカーに対するロットが絶対的に不足し，したがって，長期契約等
による固定市場においてもそれが行われる，特殊なケースも含まれる。そして，
そういう場合の方が partladenは多く行われ， したがって， part ladenは乾
貨船よりもタンカー市場において典型的に見られる硯象である。
なお，不定期船の市場か船型別にある程度「分断化」され，船型別の運賃が成
立していることは，すでによく知られている。ノルウェジャン・シッピング・ニ
ューズ社がタンカー運賃指数について， 1974年以降4種の指数を発表するように
なったのも，このためにほならない（表2参照）。 1970年代のタンカー運賃率に
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ついての下条哲司教授の実証的分析によれば，各月の平均運賃率 (R)と同じく
平均ロット (W)との閲係式 R=aWPにおいて， 6の値は1974年ごろから一
0.4をこえて下降傾向をたどり， 1979年には一 1を下回る月が3回もあった。 6
（市場運賃率のロット効果）がー 1ということは，大型船がパート・カーゴによ
って小さいロットを引き受けても，運賃総額ではフルロードと差がなく，少しも
損をしないことを意味する。下条哲司「船型の船価・運送原価・収益への効果」
「海事産業研究所報」第165号， 1980.3を参照。
(58) 吉田茂「前掲」 72~74ページ。なお，図8において，原図ではE点（原図は小
文字。他も同様）はB点と同じ高さにあり， EE'は BC'がそのまま30％ほど左
へ移動した形になっているが，理論的にはE点は LR（積載率に応じた係船点）
上にあるべきではなかろうか。ここでは，そのようにしてある。お断わりしてお
きたい。
ついでにいえば，吉田助教授のいわれるように，パート・カーゴの実施に当た
って，それとフル・カーゴとのあいだの供給の「代替性」は不完全である。この
ことは，供給曲線としては「不連続」であることを意味しよう。実際，パート・
カーゴが実施されている状況をみると， その場合の積載率は，「70~80％台に集
中し，これを下回ることはほとんどない」（「同上」 71ページ）という。したがっ
て， Eから上の供給曲線は， 実際は EE'上を少し上がってから右斜めに上昇
し，たとえば90％積載率の辺で再び垂直に上昇し，運賃率が十分高くなれば不連
続的に（水平に） 100％ラインに移行して， そこから最終的に完全な非弾力的と
なる一一そのような複雑な形になっているかもしれない。
さらに，前記注57に述べたことに関していえば，上記のようにパート・カーゴ
の下限が大体70％程度にとどまっていることについて， 下条教授の解釈によれ
ば， 8の値が-0.6ならば積載率80％のパート・カーゴで，フルロードにくらベ
て91%，またそれが一0.7であれば， 70％のパート・カーゴでも 90％の運賃収入
を得ることができる。したがって，約1割の損という線が「船主として許容しう
る不利益」（吉田）の限界である， と見ることができるのではないか，と。下条
哲司「前掲：経済分析」 269~70ペー ジ。
(59) 図9の条件のなかでは，輸送距離が7,000マイルとなっており，この点は，図
7においても同様である。図6の横軸（稼行率）の数字も，これに近い距離を採
用しているように思われる。もともとノルタンクでは，前述のように，航路とし
て RasTanura/Rotterdam間 (11,169マイル）をとっているのであるが，
VLCC/ULCC市場全体の供給量を求めるために， チャーター・ベースは同じと
して，このような平均距離を採用したものと思われる。ただし，この点の説明は
ない。ちなみに，わが国の場合， RasTanura/Y okohama間の距離は6,594マイ
ルである（同時期の ws100=16.62ドル／トン）。
係船点の理論と石油危機後の不定期船市場（東海林） (241)143 
(60) 吉田助教授は， 前記の論文において， 山田論文の「完全雇用水準」（係船のな
くなる点，あるいは「需給バランス」が得られた点）を重視し，この概念を用い
て構造変化後の供給曲線の特性を説明しておられる（吉田茂「前掲」 75~76ペー
ジ）。たしかに， ワーゲランの示した図7および図9でも見られるように，供給
曲線のうち（主として）係船点によって形成される部分と，係船以外の需給調節
によって形成される部分（吉田助教授のいわれる「中間段階」）とでは， 弾力性
にかなり顕著な差があるといえる。その意味では，上の概念は説明上十分有用で
ある。ただ，構造変化以後の， つまり「偽装係船」（船舶の偽装失業）が一般化
した状況では，この概念は必らずしも適切とはいえないのではなかろうか。実
際，厳密にいえば，「完全雇用水準」の左の方でも多少は係船以外の供給調節部
分が含まれているであろうし，反対にその右の方でも多少は（ごく係船点の高い
船の）係船部分が含まれているかもしれない。少なくとも，「完全雇用」が即全
船の「フル操業」を意味するものではない，という点を，読者としては十分理解
すべきである（もっとも，労働市場の実態も案外これに近いことを考えると，と
り立ててこのような注意を付け加える必要はないのかもしれない）。
(61) Nortank, p. l. ノルタンクでは， すべての大型タンカーが自由市場ではたら
くかのように仕組まれている。しかし，実際は私などのいう「固定市場」が大き
い部分を占めており，したがって，自由市場に限っていえば，限界的な領域にお
ける供給の弾力性は，すべてが自由市場である場合よりもはるかに小さいのであ
る。拙著「海運論」 227~28ページを参照。
(62) 固定市場と自由市場との割合については，はっきりしたことは分からない。た
だ，その比率が固定したものでないことは確かである。すなわち，不況の長期化
に伴って，固定市場は相対的に縮小し，反対に自由市場は拡大する。しかし，そ
の間においても，市況が多少ともよくなると固定市場は相対的に拡大する傾向が
あり，反対に市況が悪化するときはその逆の傾向がうかがわれる。
(63) 吉田茂「前掲」 77~78ペー ジ。
（紅） Nortank,pp. 3, 26. 
(65) 同じノルウェージァン・シッピング・ニューズ社の運賃指数において，中型タ
ンカーと小型 (3~6万D/W)タンカーとのあいだでも，運賃格差について1979
年以降同様の傾向が見られる (1979年は54.4であるのに対し， 1983年は65.0であ
る）。ついでながら，このことに関連して， 下条哲司教授はつぎのようにいわれ
ているが，傾向の指摘としてはともかく，表硯そのものはややオーバーではない
かと思われる。
「大型船が長期契約市場から締め出されて，フリーマーケットに入ってきたこ
とと，大型船が過剰であるために，比較的活況を呈していた小型船市場に入って
きたこととは，海運市場全体として見た場合，その性格が大いに変わる重要な要
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因であった。いままで別物であって互いに没交渉であった自由市場と長期契約市
場，さらに船型別市場が，いまや境界のないひとつのものになったということで
ある。」下条哲司「グラフに見る海運経済（第7回：部門市場間の競争）」「海運」
1980.7, 70ペー ジ。
(66) 下条哲司「海上運賃における船型の効果」神戸大学「経済経営研究年報」第29
号(I)1979, 29~30ペ・ージ；同「前掲：経済分析」第7章。
(67) 定期船の分野でも，それがコンテナ化されて以来，定期船の寄港数は単純に少
なくなるものと考えられていた。しかし，燃料価格の高騰によって，陸上輸送の
費用が増加し，他方船は減速によって燃料費を節減し，双方あいまって定期船の
寄港数は再び増えてきている。木村武彦「コンテナ輸送市場の構造変動と港湾」
「港湾経済研究」第21号（輸送体系の変化と港湾）， 1983.10を参照。
(68) Dabrowski, K., "Comments on the Mechanisms of the World Shipping 
Market", Maritime Policy and Manageme砒 Vol.8, No. 2, 1981.原文は最
初ホ゜ーランド語で発表された。その主張としては， 硯在の海運不況の根本原因
は，市場経済諸国の現発展段階がもつ基本的な不安定性にある。それに対して，
社会主義諸国の海運は，二国間協定をペースにしているため堅実で安定性に富
み，世界海運の安定性に寄与している，というのである。
(69) 20年ほど前，私はある経済原論の先生から，海運業の生産（供給）関数はどん
な形をしているのか，尋ねられたことがある。そのときどう答えたかは覚えてい
ないが，当時の私が，不定期船について図3のようなものを考えていたことは確
かである。いま，オイル・ショックを体験したおかげで，海運業も一般の産業と
同様の供給胴数をもっている，といえるようになった。ファンクスティックであ
る。
